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平成29年第４回白石町議会定例会会議録 

 

 会議月日  平成29年９月８日（第４日目） 

 場  所  白石町役場議場 

 開  会  午前９時30分 

 

１．出席議員は次のとおりである。        

     １番  友 田 香将雄      ９番  吉 岡 英 允 

     ２番  重 富 邦 夫      10番  片 渕   彰 

     ３番  中 村 秀 子      11番  草 場 祥 則 

     ４番  定 松 弘 介      12番  井 﨑 好 信 

     ５番  川 﨑 一 平      13番  内 野 さよ子 

     ６番  前 田 弘次郎      14番  西 山 清 則 

     ７番  溝 口   誠      15番  溝 上 良 夫 

     ８番  大 串 武 次      16番  片 渕 栄二郎 

 

２．欠席議員は次のとおりである。 

    な  し 

 

３．地方自治法第121条の規定により説明のため出席した者は次のとおりである。 

   町    長  田 島 健 一    副  町  長  百 武 和 義 

   教  育  長  北 村 喜久次    総 務 課 長  松 尾 裕 哉 

   企画財政課長  井 﨑 直 樹    税 務 課 長  木 下 信 博 

   住 民 課 長  門 田 和 昭    保健福祉課長  大 串 靖 弘 

   長寿社会課長  矢 川 又 弘    生活環境課長  門 田 藤 信 

   水 道 課 長  喜 多 忠 則    下 水 道 課 長  片 渕   徹 

   農業振興課長  堤   正 久    産業創生課長  久 原 浩 文 

   農村整備課長  山 口 弘 法    建 設 課 長  荒 木 安 雄 

   会 計 管 理 者  小 池 武 敏    学校教育課長  吉 岡 正 博 

   生涯学習課長  千 布 一 夫    農業委員会事務局長  西 山 里 美 

   白石創生推進専門監  久 原 雅 紀    主任指導主事  石 橋 佳 樹 

 

４．議会事務のため出席した事務局職員は次のとおりである。 

   議会事務局長  小 栁 八 束 

   議 事 係 長  中 原 賢 一 

   議事係書記  峯   茂 子 

        

５．会議録署名議員の指名 会議録署名議員に次の２人を指名した。 

     ７番  溝 口   誠      ８番  大 串 武 次 
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６．本日の議事日程は次のとおりである。 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 一般質問 

 

        ９．溝口 誠議員 

         １．災害対策のための体制整備について 

         ２．ヘルプマークの導入について 

 

        10．西山清則議員 

         １．人口減少に対する取り組みについて 

         ２．厳しい社会を生き抜くための教育について 

 

        11．溝上良夫議員 

         １．７月５日、６日の集中豪雨による水害の検証について 

         ２．町職員の配置と教育について 

 

        12．中村秀子議員 

         １．障害者の支援について 

         ２．高齢者福祉について 

         ３．特別支援教育について 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

９時30分 開議 

 

○片渕栄二郎議長 

 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 暑い方は上着をおとりください。 

 

日程第１ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議規則第119条の規定により、本日の会議録署名議員として、溝口誠議員、大串

武次議員の両名を指名します。 

 

日程第２ 

○片渕栄二郎議長 

 日程第２、これより一般質問を行います。 

 本日の通告者は４名です。順次発言を許します。溝口誠議員。 
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○溝口 誠議員 

 公明党の溝口誠でございます。通告に従い、一般質問をいたします。 

 まず最初に、災害対策のための体制整備について伺います。 

 風水害、台風における防災計画の現状と課題について伺います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 本町の地域防災計画につきましては、災害対策基本法第42条の規定に基づきまして、

国、県の各行政機関の代表の方、それから警察、町議会の代表、町内の公共的団体の

代表及び町職員などから構成をしております白石町防災会議に諮り、作成するもので

ございまして、白石町の地域に係る災害に関する防災、減災のために処置すべき業務

を具体的に定めた計画でございます。 

 この計画は、町民の生命、身体及び財産を災害から守ることを目的としておりまし

て、災害に関する諸情勢に変化が生じた場合には、この計画に反映させる必要がある

ことや、最新の関係法令や国の防災基本計画、それから佐賀県の地域防災計画に対応

することも必要でございまして、毎年６月に防災会議を行い、改定を行っているとこ

ろでございます。 

 議員おっしゃいます台風等の風水害対策につきましては、白石町地域防災計画の第

２編で記述しておりまして、風水害に係る災害予防対策、災害応急対策及び災害復旧

復興計画を定めております。 

 本町は、これまでの歴史を振り返ってみましても、台風の常襲地でありまして、高

潮や波浪による侵食や浸水が発生をしております。今後もこのようなたび重なる台風

災害の教訓を踏まえた計画の見直しを行うとともに、全国で頻発しております水害や

土砂災害の現状も反映をさせながら、現実的で実効性の高い計画となるよう、今後も

改定を重ねていく所存でございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 毎年防災訓練をなされておりますけれども、本年度の防災訓練の実施予定されてま

したら、その状況を伺います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 町主催の防災訓練につきましては、年１回、小学校区ごとに開催をしておりまして、

今年度は北明校区での開催を予定をいたしております。昨年の六角校区における避難

訓練では、区や公民館の自治会から訓練の参加者を募りまして、白石警察署、それか

ら地元消防団と連携を図りながら、六角川氾濫想定に寄ります災害対策本部設置訓練

を実施をいたしました。避難訓練の内容といたしましては、具体的には、避難行動要

支援者の避難サポートも含めた地域住民参加型の避難訓練や、災害時に有効なハイゼ

ックス米の炊き出し訓練、佐賀中央気象台による講話を行ったところ、延べ250名を

超える参加者となり、関心の高さを伺わせたところでございます。 
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 また、町内の自主防災組織の中には、毎年防災訓練や炊き出し訓練を行っている組

織もありますが、町内全体から見ますと、訓練参加者も少数で開催も少ないことから、

今後町としましても、自治会や自主防災組織と個別に協議を行いながら、防災訓練実

施の働きかけをしていきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 特に、災害時におきましては、町民の皆様への緊急への連絡体制が最も大事になっ

てまいります。そういうことで、今まで災害、あと火災等で町民の皆さんに知らせる

緊急放送端末機、この設置を要望されてました。今まで、屋外のスピーカーが聞こえ

にくいとございまして、非常に町民の皆様にそういう情報が伝わらないということで

多々ありまして、行政のほうも長年検討されまして、今回防災無線システムというこ

とで緊急端末放送、各戸設置工事もされております。その進捗状況と、そして設置を

された後の運用の状況について伺いたいと思います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 まず、緊急放送端末機の設置状況でございますが、この設置につきましては、白石

町緊急告知端末機設置事業によりまして行っております。各世帯や事業所等への緊急

放送端末戸別受信器の設置状況につきましては、平成29年８月30日時点でございます

が、3,285基の設置が完了をいたしておりまして、89.5％の進捗状況でございます。

現在、一般世帯につきましては、ほぼ設置が完了してきておりまして、今後は事業所

や病院、福祉施設、そのほか自治公民館などへの設置を進めまして、10月中旬には全

ての設置工事が完了する予定でございます。この緊急放送端末戸別受信器につきまし

ては、いろいろな災害等発生した場合等につきまして、この放送機を使いまして有効

な情報の手段とさせていただきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○溝口 誠議員 

 この端末放送機でありますけれども、実はきのう、今北朝鮮のミサイル発射という

ことで緊急事態ということで全国的にはＪ－ＡＬＥＲＴの放送が前回されまして、そ

れによりまして各市町村によりましてはＪ－ＡＬＥＲＴの機能しなかったと、放送が

できなかったという事態がありまして、実はきのうそういうことで当白石町でも夕刻

Ｊ－ＡＬＥＲＴの試験放送がございまして、その中で外のスピーカーは鳴りましたけ

れども、私も屋内の端末の放送機が鳴るのかなと思ってボリュームを上げました。と

ころが、全然室内の放送はあっておりませんでした。せっかく端末放送が設置をされ

ましたけども、いざ使うときになったら、このように使えなかったという状況でござ

いました。そこら辺、ちょっとお話をしていただきたいなと思います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 まず、先ほど議員おっしゃいましたとおり、昨日Ｊ－ＡＬＥＲＴの試験放送をいた
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しましたが、不具合が生じまして、町民の皆様方に大変御心配と御迷惑をおかけした

ことをまずおわびを申し上げます。 

 昨日の状況を申し上げますと、今議員おっしゃいましたとおり、昨今北朝鮮の情勢

等で危険度が増しているというようなこともございます。また、日ごろから国からＪ

－ＡＬＥＲＴの放送については万全を期すようにという指導もあってございましたの

で、実際放送を使ってＪ－ＡＬＥＲＴの試験点検を行ったところでございます。そこ

で、時間としては16時50分ごろに放送いたしましたが、その試験放送につきまして、

屋外スピーカーからは放送が流れたということでございますが、戸別の今回設置をし

ております戸別受信器からはテスト放送ができなかったという状況でございます。原

因といたしまして、その後点検、検証作業を行いました。そこで、原因といたしまし

て、音声信号の出力自体は出されておりましたが、その信号が戸別受信器との連携を

行います外部の接続機能まで届いていなかったということが判明をいたしております。

それで、その後に信号の通導試験というのがございますが、それをした結果、戸別受

信器からも放送ができるような状態に今なってるところでございます。検証作業が済

み次第、できれば本日中にでも再度Ｊ－ＡＬＥＲＴの試験の放送をさせていただきた

いということで、今現在対応を進めているところでございます。 

 今後も有事の際に不具合が生じないように、確認作業に勤めていきたいと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 緊急放送端末機の設置、そしてまた携帯電話による防災のメール、多重にわたって

町民の皆様方に災害時に伝達する手段ができ上がっております。でき上がりましたけ

れども、それが機能しなければ何の意味もございません。せっかくすばらしいシステ

ムができ上がりましたので、どうか運用面におきましては、しっかりそごがないよう

にひとつよろしくお願いをしたいと思います。 

 そして、次の地域防災計画の見直し、平成30年総合型ハザードマップデータベース、

これは浸水の想定、津波、そして高潮、土砂、ため池、今までハザードマップできて

おりますけども、統合型のハザードマップを作成するという作業を今年度中に行うと

いうことでございます。その進捗状況について伺います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 ハザードマップにつきましては、現在氾濫関係、土砂災害関係で作成をしておると

ころでございますが、そういう体制、改めるところがございましたら、それを検証し

ながら、再度調整を進めていきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○溝口 誠議員 

 特に、ハザードマップの検証をするということですけども、具体的にどういうとこ

ろを白石町としてしていくのか、そこまでお願いいたします。 
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○松尾裕哉総務課長 

 今回の７月の豪雨によりまして、土砂災害地域の避難情報等も出したところでござ

いますので、そういう危険箇所を例えば六角川、塩田川、そういう氾濫地域がないか

とか、そういうことを十分に検証いたしまして、土砂災害地帯も含めたハザードマッ

プの充実をしていきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○溝口 誠議員 

 今までの検証をされておりますけども、細部にわたって今回見直しがございますの

で、ひとつよろしくお願いをしていただきたいと思います。 

 ２点目でございますけども、事前防災行動計画、高潮タイムラインについて伺いた

いと思います。 

 まず、タイムラインというのはどういうことかということをちょっとお話をしたい

と思います。 

 災害発生前の前兆段階からいつ誰が何をするのか、あらかじめ時系列で整理し、人

的被害を最小化するために用いられるものでございます。これは、アメリカ発祥の防

災行動計画でございます。実は、2012年10月にハリケーン、サンディがアメリカ西海

岸を襲った際には、ニュージャージー州の沿岸部で高潮による4,000世帯が被災した

ものの、タイムラインに基づいた行動をとったことで全く犠牲者は出ず、その効果が

実証されてるということで、タイムラインということでございます。 

 そういうことで、このタイムラインに対して当町としても計画はされているでしょ

うか、どうでしょうか。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 本町のタイムラインにつきましては、平成27年度から防災学識者、国土交通省職員、

六角川流域の市町防災担当者、民間事業者等により構成されました六角川流域事前防

災行動計画検討会で、各関係機関の連携行動の確認を行いまして、また各方面からの

助言をいただきながら、作成に取り組んでまいりました。 

 庁内におきましても、災害時対応項目の時系列の整理、具体的な行動内容の明確化、

連携確認を行うために佐賀気象台、武雄河川事務所、防災コンサルタントを招き、町

職員延べ100名が参加をいたしまして、２回にわたるワークショップを重ね、タイム

ラインの作成を行ったところでございます。 

 六角川流域内におきましては、本町はモデル的に先駆けてタイムラインの作成に取

り組んでおりまして、現在ではタイムラインの構築のノウハウが共有され、流域全体

にタイムラインの作成が展開をされているところでございます。 

 内容につきましては、佐賀平野大規模浸水危機管理計画の高潮被害想定のシナリオ

に基づきまして、台風接近時の高潮の発生を想定をしておりまして、これに対する災

害対応項目を時系列で整理をし、具体的なタイミングや役割分担を整理しており、こ

れまでの取り組みや計画を補完することができることで有効な災害対応を講じること
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ができることとなっております。 

 また、昨年の台風12号、16号襲来時におきまして、タイムラインを発動いたしまし

て活用してまいりましたが、災害対応時に気づく点も多いことでございましたので、

災害対応直後には災害対応時との照合作業や細かい行動細目のチェックや判断時期、

時系列のずれ等の事後検証作業を各対策で実施し、タイムラインのリニューアルを行

っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 このタイムラインですけども、実は大阪府の貝塚市で事前防災行動計画を策定され

ておりまして、ここのことをちょっとお話をさせていただきたいと思います。これは、

二色浜という住宅地区で実施をされてます。地域でですね。この防災行動計画のレベ

ルをゼロから５に分けて、段階を分けてあります。ゼロから５の６段階に分けて、レ

ベルごとに誰がどういった行動をするかを明示している。具体的には、平常時をレベ

ルゼロ、何もないとき、ゼロとし、台風が発生し、３日後の予報円に入るとレベル１

にする。そして、台風上陸の２日前になればレベル２に入り、自主防災会議による防

災本部の設置や住民への注意喚起が始まる。これが１日前になると、レベル３になる。

そして、今度は住民の避難準備と高齢者などの避難開始が発令され、台風が最接近数

時間前にはレベル４と引き上げられる。そのときには、地区の全員が避難を開始する。

台風が最接近するとレベル５になるという、こういう段階を６段階に分けて行動計画

をされております。その中で、住民の１つが意思決定班をつくると。２が安否確認班、

班をつくるそうです、その地域で。それから、３つ目が情報班、４つ目が救出救護、

消火班、それから５つ目が避難誘導班、６番目が給食、給水班、いずれかにその班に

属して、班ごとに決められたタイムラインによって共助の行動をとるということをぴ

しっと決めてあるということでございます。そして、今度は自助、自助も自分自身の

身を守る上で自分自身のタイムラインも自分がどういう行動をするかということも決

めてあるそうです。そういうことで、全国的に先駆けてこういう形で、地域でタイム

ラインを設定してございます。大阪の貝塚市というとこですね。 

 実は、ことしの北部九州豪雨災害で朝倉、また日田も甚大な被害がございました。

そのときに、ある地域、山間部の地域でありましたけれども、実は平成24年の同じよ

うに豪雨がございました。あのときも九州で大被害がございまして、そのときの教訓

を生かして、地域では５年前の災害時をきちっと検証されて、自分の近くの小川のこ

このところまで水位が来たら、どこどこに集まろうと。それで、次の段階になったら、

次の行動をしようということで、集落できちっと決めてあったそうです。で、今回７

月の豪雨がございまして、そのとおり川を見とったら、もうそこまで水が来とったと

いうことで、すぐ声をかけて一箇所に集まって、そしてまた次の行動をしたというこ

とで、過去のそういう結果を見て、そして地元の皆さんがきちっと的確に対応されて、

一人もけが人もなかったということがニュースで流れておりました。非常に、そうい

う意味ではきちっとした、先ほど言いましたタイムラインに沿って、また過去の教訓

を生かして地域の方がそうやってやっておられました。 
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 そういうことで、今行政のほうでもきちっとタイムラインで対応するということを

去年から、ことしもされましたけども、もう一つ、行政だけではなかなか大災害時な

にったときに対応ができないんではないかと。一つは自主防災組織、白石町が今自主

防災組織が県下の中では一番少ないという状況でございます。いざ災害になったとき

に、自主防災組織がタイムラインに沿って行動をしていただくと、非常に被害が少な

くなってくるんではないかなと、そういう思いでございますけども、ぜひ自主防災組

織の啓発と、そしてなおかつでき上がりましたら、タイムラインを自主防災組織の方

が作成をしていただいて、我が地域はこういう形で災害時に対応していくというもの

をつくり上げていくことが一番喫緊の課題ではないかなと思います。特に、記録的な

降雨がありますので、今までとは違った災害が予想されます。そういうことで、どう

かタイムラインに沿った組織づくり、体制をお願いをしたいと思いますが、いかがで

しょうか。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 自主防災組織等でのタイムラインの作成についてということでございますけど、議

員おっしゃいますとおり、行政が災害対策を行うために作成をいたしますタイムライ

ン以外にも、全国的に自治会単位等で住民みずからの避難行動に役立てることを目的

として、タイムラインを作成しているという地域がございます。７月の九州北部豪雨

などに見られますような局地的集中豪雨など、これまでにない水害や土砂災害も増加

をいたしておりまして、これまで以上に住民一人一人がみずから周辺で生じておりま

す状況や気象情報、それから行政機関から提供いたします避難情報から判断をして、

主体的に避難をしていただくこと、さらには周辺の隣近所の住民の避難を支援するこ

とが必要になっているところでございます。 

 自主防災組織や自治会等で作成をされますタイムラインにつきましては、住民の自

発的な早期避難体制の確立を図るための非常に有効なルーツでありまして、作成過程

やそのものが周辺住民との連携強化につながるものでございます。災害に対する理解

を深める効果があると思っております。現在、社会状況等の変化に伴いまして、自治

会、自主防災組織におけるタイムラインの作成の動きが徐々に広まっている状況でご

ざいます。町といたしましても、今後各関係専門機関や町内の防災士との連携を図り

ながら、現在実施をいたしております防災講座及び土砂災害指定の地元説明会、それ

からため池ハザードマップ作成に係る地元説明会などを足がかりに、住民主導型のタ

イムラインやハザードマップの作成を推進していかなければならないというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 まず、そういうことで、住民の皆様が意識を高めていただくということで、まず自

主防災組織を立ち上げることが大事ではないかなと思いますので、推進のほどよろし

くお願いをしたいと思います。 

 次に、本町における災害時に業務継続計画、ＢＣＰ策定の状況について伺いたいと
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思います。 

 これは、今年度中に定めるということでございます。そこで、ＢＣＰというのは業

務継続計画の略称でございます。Ｂはビジネス、Ｃはコンティニュイティ、Ｐはプラ

ン、非常時の対応マニュアルを作成をするということで、当町の災害時の業務継続計

画、どのようになってますでしょうか。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 業務継続計画は、災害対策基本法で定める防災基本計画の中で、地方公共団体等が

作成をするということで位置づけがされております。また、白石町地域防災計画の中

でも、策定を進めていくように位置づけをしておりまして、現在策定中でございます。

現在の進捗状況でございますけど、総務課危機管理・防災係を中心に策定対策や検討

の進め方等につきまして、係内で検討を行いまして、本年８月１日の課長会議におい

て策定の方針を確認をしたところでございます。これからの取り組みといたしまして

は、内閣府から示されております地方公共団体の業務継続の手引の中に計画の核とな

ります重要６要素というものがございます。この中の一つで、策定する上で検討に一

番時間がかかるところでございますが、非常時優先業務の整理を各課で作業していく

ことになります。今後も総務課危機管理・防災係を中心に各課に対するヒアリングや

庁議での検討、パブリックコメント等を経まして、実効性のある業務継続計画を策定

していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 この６要素の中での最大の課題が優先業務の事項であると。しっかりどこが一番最

初に手を打たなければいけないのかということを明確にしていただきたいと思います。

これは、行政のほうの立場でございますけども、実は行政のほうでもＢＣＰ策定、業

務継続計画をされているということでございます。実は、これは議会のほうのことな

んですけども、行政とともに議会も災害時における機能維持、ＢＣＰ、業務継続計画

を策定する自治体もございます。これはなぜかといえば、自治体の行政組織には防災

計画の策定を初め、住民の救助、復旧といった災害への対応が法的に義務づけられて

ます。これはもう行政側はきちっと法律で義務づけられてますから、策定しなければ

いけない。そういうことで、今当町でもＢＣＰ策定をされております。 

 そういうことで、一方地方議会は災害時の役割についての法的な定めはございませ

ん。こうしなさいということはありません。しかし、東日本大震災のとき、議会をス

ムーズに招集ができなかった、多くの市町村が、首長の判断で意思決定する専決処分

をしなければいけない。そうしないと、災害後対応ができないということで行った自

治体が相次いだということでございます。議員と行政の間で、被災状況や避難者支援

に関する情報を共有できなかったと。共有できればよかったんですけども、共有でき

なかったと、できるはずだったんですけどもできなかったと。双方で混乱するケース

も少なくなかったと。そういうことで、滋賀県の大津市がそのことを踏まえまして、

議会のＢＣＰを災害発生時から１箇月間程度、議会や議員の対応、行動の指針を示し
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ております。１箇月間、最初の初動期としては発生直後から３日間何をするか、住民

の安否確認、情報収集、それから議会災害対策会議の設置をするとか、それから中期

になって３日から７日、災害情報の収集、掌握、共有、そしてまた後期、７日から１

箇月の間、議会機能の早期回復ですね。もう議会をするどころじゃないわけですね。

だけども、７日から１箇月後にはもう議会を招集して、復旧予算などを審議をすると。

１箇月は平常時の議会組織体制になるということで、議会としても業務継続計画をさ

れております。議会と行政は両輪のごとくといつも言われております。特に、平時は

いいんですけれども、災害時に一番そこが求められる。議会と行政が車の両輪のごと

くしなければいけないのはそのときだと思います。そのときに、行政はＢＣＰがある、

議会もそれに沿ってあれば、お互いが本当に力を出し切れるんじゃないかなと。これ

はもう議会側の問題でございますけども、行政のほうとしましても、そういう体制が

できれば非常にいいのではないかなと思いますけど、そのことについて所見を伺いた

いと思います。 

 

○松尾裕哉総務課長 

 議員おっしゃいます議会におけます業務継続計画につきましては、東日本大震災の

大規模災害等を教訓とされまして、作成をされている地方議会もあるということは伺

っております。議会での業務継続計画の策定に関しましては、何とも申し上げること

はできませんが、議会で検討される際には、また私たちも策定の途中でございますの

で、いろんな多くの情報を持っているということではございませんが、情報提供等が

できることがあれば提供させていただいて、御協力をさせていただきたいというふう

に思っております。 

 以上でございます。 

 

○溝口 誠議員 

 いずれにしましても、災害時には町民の皆様の安心・安全を守るという点では、万

全の態勢をつくらなければいけないなと、そういうふうに思っております。 

 次、２点目でございますけれども、ヘルプマークの導入について伺います。 

 この件につきましては、３月の議会で友田議員が質問をなされておりました。私も

同じ質問でございますけども、今回のヘルプマークの導入について伺いたいと思いま

す。 

 まず、ヘルプマークについて若干御説明をさせていただきたいと思います。 

 ヘルプカードは、ちょっと手助けが必要な人、ちょっと手助けしたい人を結ぶカー

ドでございます。これは、一見、見た目では判断しにくい方、例えば聴覚障がい者の

方、それから内部障がいの方、それから知的障がいの方、そういうことで見た感じで

はわかりづらいという方でございますけども、そういう方に対してちょっと手助けを

していただくと助かるという方でございます。ちょっと困ってるときのですね。相違

ことで、そういう手助けがしやすい、障がいのある人にはみずから困ったとなかなか

人に伝えることができない人がいらっしゃいます。支援が必要なのに、コミュニケー

ションに障がいがあって、そのことを伝えられない人、困っていることそのものも自
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戒してない人も中にはいらっしゃると思います。特に、災害時には困り事がふえるこ

とが想定されております。そういうことで、ヘルプカード、ぜひ当町でも活用をして

はどうかと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 ヘルプマークの導入についてお答えをしたいと思います。 

 先ほど、議員から御説明がありましたとおり、ヘルプマークは赤字に白いプラスと

ハートマークがデザインされました縦8.5センチ、横5.3センチの樹脂製の札で、東京

都が平成24年に作成いたしております。御説明ありましたように、主に内部障がいの

方や難病の方、また妊娠初期の人を初め、配慮を必要といたします方全ての人がかば

んなどにつけて使用されております。裏側にはシールが張られておりまして、緊急連

絡先や自分の障がい、助けてほしいことなどが書き込めるようになっております。平

成29年８月１日現在では、都道府県単位で１都２府８県とヘルプマークは徐々に全国

的に広がりつつあります。 

 一方で、ツイッター等のＳＮＳを中心にこのマークを知らずに電車で席を譲っても

らえなかったなどのコメントもありまして、まだまだ認知度は十分でないように思い

ます。このような中、平成29年７月20日に2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

クに向け、日本人だけでなく、外国人観光客にもよりわかりやすいよう、案内用図記

号とすることを目的に通称ＪＩＳの規格が見直され、その中にヘルプマークが追加さ

れております。これにより、ヘルプマークが全国共通のマークとなるため、多様な主

体が多様な場所で活用、啓発できるようになります。広く普及し、認知度も期待され

ます。 

 ヘルプマークの導入につきましては、先ほど述べましたように、電車の件のように

まだまだ認知度が十分でなく、向上させていく必要があると思われます。佐賀県内の

自治体、ＪＲやバスの公共交通機関、事業者との連携を図りまして、検討を進めてま

いりたいと思います。 

 以上であります。 

 

○溝口 誠議員 

 このヘルプマークカードの裏には、困り事、その人が困ってることを手助けしてい

ただきたいことを簡単にですが書いていただくと、そういうことであります。これを

見れば、ああこの人はこういうことを手助けすればいいんだなということが一目でわ

かるようなカードでございます。これは、日常的にはちょっとした手助けということ

でいいんですけれども、これでも役に立ちます。また、緊急のときにも、緊急という

のは本人がもうパニックになって、また発作が起きるとか、そういうときにもう緊急

のとき、どう対処していいかわからない場合がございます。本人しかわからない。本

人がそういう緊急の場合、意思表示ができない。そういうことで、これがあればちょ

っとした手助けはもうそこで処置ができる、緊急の場合、そういう利点もございます。 

 それからもう一つは、大きな利点は災害時、先ほどの災害時にこれが大いに活用で

きると。小規模な災害のときは避難の方も少ないでしょう。しかし、大災害になった
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ときには、それこそ何百人、1,000人単位ぐらいの避難所に町民の皆さんが集まって

くるという状況になったときに、先ほど支援を求める人たちが非常に掌握をしづらい。

誰が障がいがあるのか、どういう方に手を差し伸べていいかわからない状況になりま

す。ましてや、大災害ですから、その時間もありません。横を見る暇もありません。

ないと思います、実際言って。そういう中で、特に困った方が阻害視をされる。阻害

をするつもりはありませんけども、どうしてもそういう状況になると、その人たちが

避難所の中でも横に行くような形になってまいります。それに誰も気づかないという

ことでございます。これが災害時に起きております、実際。これがあれば、そういう

ことなしに的確に、特に熊本地震でもあったそうでございます。そういうことで、こ

れがあればそういう方にちょっと声をかけて、この方はこういう手助けが要る、こう

いう配慮が要るんだな、すぐ手当てをすると本人も非常に安心ができる、一緒に避難

所で生活ができるという状況でございます。そういう意味でのヘルプカードの最大の

利用点でもございます。どうか、災害がないことが一番いいんですけれども、災害が

あったときに一番困るのはこういう体が不自由な方とかお年寄りとか、そういう方々

が一番大変な思いをされますので、どうかそういうことで大いに活用ができるように

ヘルプマークの推進のほうもお願いをしたいと思います。町長、いかがでしょうか。 

 

○田島健一町長 

 ヘルプマークの導入についての御質問でございました。 

 先ほども課長が答弁いたしましたように、本町でも検討していく方向ではございま

す。しかしながら、やはりこれはある面から見たら、個人情報というか、プライバシ

ー等の配慮も課題になるかというふうに思います。そこら辺は慎重に対応していかに

ゃいかんというふうに思いますので、これについては積極的にということもあります

けども、ちょっと十分に検討を加えていかなければいけないというふうに思うところ

でございます。 

 以上です。 

 

○溝口 誠議員 

 町長が言われましたように、非常にこれはプライバシーに関することがあります。

ここら辺をどうクリアしていくかというのが課題、私もそう思っております。それを

踏まえて、あえて私は質問させていただきました。それをどうか乗り越えていくよう

な形で、ぜひ御検討のほどをお願いをしたいと思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで溝口誠議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

10時15分 休憩 

10時35分 再開 

○片渕栄二郎議長 
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 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。西山清則議員。 

 

○西山清則議員 

 議長の許可を得ましたので、３日目の一般質問をさせていただきます。３日目にな

ると、皆さん方もお疲れだと思いますけれども、答弁される方は簡潔にお願いしたい

と思います。時間が余れば、各課長に振りたいと思いますので、そのときはよろしく

お願いします。 

 それでは、第１項目めに入りますけども、人口減少に対する取り組みについてとい

うことで質問をさせていただきます。 

 人口減少が進行している中で、町として持続していけるよう、減少を抑制する取り

組みを実施されていると思いますが、子育て支援など具体的にどのような取り組みを

されているのか、伺いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 私のほうからお答えいたします。 

 本町におきましては、従来から保育料の軽減、医療費助成、学童保育の実施などさ

まざまな子育て支援策を実施してまいりましたが、平成27年度からさらに子供を産み

育てやすい魅力のある町になることを目指して、５つの子育て支援策を拡充いたした

ところでございます。これにつきましては、平成25年、国立社会保障・人口問題研究

所から出されました消滅可能性都市の一つに本町も入っておったということで、人口

減少に対する危機感がさらに増したところでございます。 

 これに対し、できるだけの手段を講じて、人口減少のスピードを緩め、沈滞ムード

を払拭したいということで、総合戦略に先立ち、子育て支援事業の強化に取り組んだ

ところでございます。 

 具体的に申し上げますと、まず１つ目として、小学校６年生及び中学校３年生の学

校給食費の無料化でございます。小学校６年生は、年額４万6,200円、中学校３年生

は年額５万3,900円の給食費を無償化しております。 

 ２つ目でございます。 

 あかり保育園での休日保育の実施でございます。平成27年５月から年末年始を除く

日曜、祝祭日に休日保育を実施しております。 

 ３つ目でございます。 

 一時預かり保育の実施でございます。ゆめてらす、有明幼稚園では以前より実施し

ておりましたが、平成27年度から有明ふたば保育園、有明わかば保育園でも一時預か

り事業を行っております。 

 ４つ目が寡婦控除のみなし適用の実施でございます。 

 保育料、住宅使用料で未婚のひとり親世帯に寡婦控除をみなし適用し、負担の軽減

を図っております。 

 さらに、不妊治療費助成の限度額の撤廃でございます。限度額を撤廃いたし、不妊

治療費から県助成金額を差し引いた費用の２分の１以内を助成しておるところでござ
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います。 

 また、平成28年度からは学童保育における利用時間の延長及び利用対象児童を拡大

しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 今言われたように、第２次白石町総合計画の中で、27年度から、いやその以前から

取り組まれているものもあると思いますけども、こういう取り組み、多くの取り組み

がありますけども、これは町内はもちろん、町外に浸透していると思われているのか

伺いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 平成27年度の取り組みにつきましては、一部新聞等においても報道していただいた

という経緯がございます。また、出生時、転入時などには住民課の窓口でございます

ところにおいて、これらの子育て支援策などの御案内をいたしておるところでもござ

います。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 そういった取り組みを町内あるいは町外に浸透させなければ、本町に産み育てたい

というのがやってこないかなと思っておりますので、できれば浸透させていただきた

いなと思っております。町内に産み育てていただくためにも、他の市町に負けないよ

うな取り組みをしていただきたいと思っております。 

 次に、２番目の結婚対策として、３年前から婚活サポーターに出会いづくりをお願

いされていました。婚活活動などどのように進んでいるのか、またその実績はどうな

っているのか、伺いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 お答えいたします。 

 基本的に、１対１での出会いの場というのをおつくりいただいて、それにより成婚

まで導いてということで活動をしていただいております。平成29年８月31日現在でご

ざいますが、登録者、男性69名、女性30名の合計99名の方が婚活サポーターによるサ

ポートを希望され、登録をされておるという状況でございます。これまでに登録され

た方同士で結婚されたカップルは２組ございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 登録は99名されていらっしゃいますけど、実際どれだけの方が面通しされているの

か、わかりましたらお願いします。 

 



- 15 - 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 この中での数については、ちょっと今把握をしておらないところでございます。 

 

○西山清則議員 

 面通しするときは、サポーターの自宅やサポーターの自宅以外で行われている模様

ですけれども、自宅以外といっても婚活をしているところを知られたくない、また適

当な場所がないということで、町内での面通しは難しいようですけども、また面通し

させるまでにこぎつけるのが厳しく、サポーターの方たちはかなりの浪費を費やされ

ていると聞いていますけども、その辺の見解はどのように思われているのか、伺いた

いと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 今の件でございますが、基本的にはサポーターの方々につきましては、ボランティ

ア活動ということで行っていただいてるところでございます。ただ、一部サポーター

の皆様方には謝礼と、あとはガソリン代、また先ほど議員おっしゃいますように、お

二人を合わせた際にかかる経費の若干の金額ではございますが、その分の負担は町の

ほうから出してはおりますが、基本的なものについてはボランティアでやっていただ

いてるというところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 先ほど、登録されている方が99名と言われましたけれども、本人みずからではなく

て、本人には知らせないで親が申請されている方が多くて、なかなか前へ進まないと

聞いておりますけれども、そういうことで中にはサポーターを辞退したいという人が

いると聞いていますけども、その辺はどう思っておられるのか、伺いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 申しましたように、ボランティアとして活動していただいてるところでございます。

いろいろな思いとその事情というのも個人個人にあられると思いますので、ケース・

バイ・ケースに応じながら、私どももお話を一緒にさせていただきたいと思ってると

ころでございます。また、続けて活動していただく方につきましては、私どももでき

る限りの支援をということで考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 できるだけサポーターに負担をかけないようにしていただかないと、なかなか難し

い問題が出てくるんじゃないかなと思っております。今、先ほど２組が成婚されたと

いうことですけれども、できればもっと多くの方にお願いしたいと思いますけども、

そこで３番目に移りますけども、婚活サポート事業については民間委託し、活動拠点

をつくるなどしながら取り組んではということに移りますけれども、今の婚活事業で
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は難しいところが多々あると思いますので、きちんとした活動拠点を設けて、そして

サポーターの方々もその場所を利用して進めてはどうかと思っておりますけども、い

かがでしょうか。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 本町の婚活サポート事業につきましては、主に婚活サポーターの方々による１対１

の出会いの場のセッティング、婚活イベントの開催などにより、それぞれの個性を大

切にし、丁寧な対応で結婚を希望される方々の縁をつなぐお手伝いを進めてきていた

だいておるところでございます。 

 拠点の整備ということについては、現時点で考えておりませんが、従来から申し上

げてるとおりに、佐賀県の婚活支援事業でございます縁カウンターさが事業、さが出

会いサポートセンターでございますが、そこと連携し、そこで取り組まれている婚活

イベントやセミナーなどの紹介も行っているところでございます。 

 今後、町といたしましても、このようなサポーターの方々の活動のお手伝い、また

県との連携などを行っていきながら、結婚相談事業を推進してまいりたいと考えてお

るところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 町でやっているのは、登録料は無料で、県がやっているのは登録料が年間5,000円

ですね。それで、やはり金を出して登録するということは、結婚願望があるから成婚

が成り立つものじゃないかなと思っておりますけども、町内の今のやり方では無料で

親が勝手に登録したりしておりますので、なかなか成婚に結びつかないと思っており

ます。だから、できれば拠点を設けてやっていただきたいなと思っておりますけども、

先ほども言われましたように、県も年間五千数百万円の経費をかけてさが出会いサポ

ートセンターを立ち上げて、民間に依頼されていると思いますけども、実績は余り上

がっていないようであります。実績を見てみますと、27年、28年度は計36組、人口が

佐賀県では86万ぐらいですけれども、その中で36組ですね。スタッフは７名おられま

すけども、登録数が約600名ぐらいです。これは、住所、勤務地問わない、だから他

の県の方も登録されていまして、結婚して他県に行かれた方が７組あります。だから、

県内に残ってもらうのが本当ならば必要じゃないかなと思いますけども、私が言って

います、前回も言いましたけれども、八女の筑後結婚サポートセンターを27年、28年

には33組成婚されていまして、その人口は13万人です。13万人で33組です。スタッフ

は２名でありますので、登録者数も498名ぐらいであります。だから、できればそう

いった拠点を持って身近な方、白石においても、登録者の方は男性は県内いっぱいで

もいいんですけども、女性は他県の方を登録させるということがあれば、県内には残

ってもらえるんじゃないかなと、そういうことに思っております。 

 そういうことで、サポートセンターを民間でされていますけれども、だから私は町

の白石商工会を通じて元気のたまごを起点として活動することを県に要望したらどう

かなと思っております。それに、町も空き家バンク事業を進められておりますので、
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カップルができたら空き家あるいは空き地の紹介をしてはいかがかなあと思っており

ますけども、お伺いいたします。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 御質問の件でございますが、商工会と申しますか、元気のたまごの活用などにつき

ましては、現サポート事業の中でも必要に応じ、活用させていただく際にはそのこと

について考えてまいりたいというところもございます。 

 ちなみに、県内の様子など見ましたところ、20市町の中で19市町が結婚支援につい

ては事業として取り組んでおるような状態でございます。私どものような相談員、ま

たサポーターさんによる取り組みをやってるのが７市町、イベント等を民間委託しな

がら、そのイベント開催の分についての委託などを行いながらやっておられますのが

10市町、あとはそれぞれに県の登録料の助成であるとか、そういうことでいろんな形

で取り組まれている市町がございます。 

 申し上げましたように、私どものほうは婚活サポーターの皆様方のお力でというこ

とでこの事業を推進してまいるということは、今の時点で考えておるところでござい

ますし、私が言うまでもございませんが、この結婚支援という課題につきましては、

委託であるとか、そういう形での行政が指導するというよりも、今の取り組みのよう

にこの課題に向き合っていただく町民有志のサポーターの皆様を中心に今後ともやっ

てまいりたいということで考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 行政主導じゃなくてもいいんですけれども、場所的には元気のたまごを事務局とし

て活動するのが一番いいところだと思っております。実績も上がってない県の事業費

をこちらに回していただくように進めたらいかがかなあと思っております。町はなか

なかな金を出せないと思いますので、そういった強い姿勢を持って臨んだらいかがか

なあと思っておりますので、その辺伺いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 おっしゃいます県のサポート事業を白石町の元気のたまごに持ってくる、拠点を置

く、事務局を置くということについて、ちょっと具体的に私のほうがわかっておらな

い部分もございます。もう少し内容のほうを確認しながら、果たしてそういう事業の

展開ができるかどうか、それが今私どもがやっておる結婚支援の婚活サポーターさん

による事業を推進する中で、両立といいますか、それぞれにできるものかどうかなど

など、ちょっと検討と申しますか、内容の確認をしてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 できれば、サポーターの方も一緒になってやっていただきたいなと思いますけども、

出会いだけでは意味がないと思っております。幾ら面通しさせても、なかなか成婚に



- 18 - 

つながらなければ何もならないと思いますので、やはり成婚に持っていかなければ人

口もふえないし、子供もふえていかないと思いますので、八女の取り組みを新聞に、

こちらの新聞じゃないんですけども、載っていましたので読ませていただきますと、

筑後市と八女市、八女郡の広川町が運営する、八女市立花町原島の八女・筑後結婚サ

ポートセンターが開設10年を迎えた。これまでに約150組が結婚に至るなど、地域で

縁をつないでいる。同センターは、少子化対策の一環で、平成19年４月に八女市、筑

後広域市町村圏事務組合の結婚サポートセンターとして開設、登録されてるのは県内

に居住または勤務する男性と女性で、女性のほうは地域を問われていないはずです。

これまで、1,331人が利用した。登録料は3,000円で、これは２年間が有効です。２年

間で3,000円です。登録者は大牟田・柳川・みやま結婚サポートセンターとの合同パ

ーティーや１対１の見合いなどで縁を結び、現在30歳、40歳代を中心に20歳代から

60歳まで約290人が登録、職業は会社員、公務員、農業、自営業などがいる。女性は

久留米市や熊本、佐賀県からの利用も多く、行政の運営なので安心できる、金銭的に

も気楽に利用しやすいなどの声がある。取材当日にも筑後市の37歳と40歳のカップル

が結婚が決まったとの報告があったといい、代表は小さなチャンスも大きく生かせる、

まずは足を運び、何でも気楽に聞いてほしいと相談を受けているということでありま

す。こういったやり方で成功につなげておられますので、やはりこういうことはやっ

ていただきたいなあと思います。 

 先日、各市町の担当者会議が行われたと思いますけれども、その内容がわかれば伺

いたいと思います。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 さきに行われました担当課長会議でございますが、先ほど私答弁の中で御紹介した

ような各市町の今現在の取り組みをそれぞれの市と町のほうから持ち寄ったというか、

出し合ったというか、そういう内容の会議であったということを復命を受けておりま

す。 

 再度申し上げるような形になりますが、私どもと同じような取り組みをされておる

ような町とか、イベント等を民間に委託されてやられてる町とか、県への登録料の助

成、報奨金の交付、また小・中学校の同窓会へ補助金を交付するというような取り組

みなど、それぞれに県内の市町が行っているというようなことをその場で話が出され

ておったということでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 その話の中で、民間に委託しているところがあるということでしたが、その辺はど

ういった、深くは話はされていないのか、どういった民間委託されてるのか、わかれ

ば伺いたいと思いますけど。 

 

○久原雅紀白石創生推進専門監 

 申し上げましたとおりに、民間の委託等によるという部分につきましては、婚活の



- 19 - 

イベントとか対象者に対してのセミナーというようなものの開催について、民間委託

をしておるというような市町が半分ほどございました。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 結婚が進まないと、子供の数もふえてきませんし、担当課の奮起をお願いして、次

の大きな２の厳しい社会を生き抜くための教育についてに移らせていただきます。 

 これからの教育は、厳しい社会を生き抜くために力を身につける取り組みが必要で

あると思います。学力向上に向けた取り組みはされているが、個性や才能を伸ばす教

育、みずから学ぶ意欲、目標を持って頑張る態度、社会変化に対応できる能力の育成

はどのようにされているのか、伺いたいと思います。 

 

○石橋佳樹主任指導主事 

 私のほうでお答えさせていただきます。 

 厳しい社会を生き抜くための力とは、文部科学省が現行の学習指導要領で提唱して

いる理念、生きる力と重なるところが多いと思います。この生きる力とは、知徳体、

この３つのバランスのとれた力のことであって、全教育活動の中で育んでいくことが

必要です。 

 議員御指摘の個性や才能を伸ばそうとする意欲や態度、学ぶ意欲や目標を持って頑

張る態度、社会変化に対応する能力などはこの中の徳、道徳教育の役割に負うところ

が多いと思います。 

 まず、そのような道徳教育はいつ行うのかということですが、結論から申しますと、

学校の全ての教育活動全体を通じて行っているところです。教科の内容に応じて、あ

るいは外国語活動であったり、総合的な学習の時間や特別活動など、それぞれの特質

に応じて、そして児童・生徒の発達段階も十分考慮して行っています。 

 道徳教育の内容が大きく４つに分けられています。それをちょっとここで紹介いた

しますが、１つ目は主として自分自身に関することという内容です。これが先ほど議

員さん言われた個性や才能を伸ばすという部分や学ぶ意欲や目標を持つというところ

に当たります。 

 ２つ目が主としてほかの人とのかかわりに関することという内容がございますが、

これは例えば相手の立場に立って物事を考えるということとか、お互いを思いやって

認め合うなどの内容になります。 

 ３つ目ですが、主として自然や崇高なもの、そういったものとのかかわりに関する

ことという内容がございまして、これはかけがえのない命のとうとさ、あるいは美し

い自然や気高い崇高なものに感動をしたり、それを守ろうとする意欲を育てるという

ふうなことなどがございます。 

 最後にですが、４つ目です。主として、集団や社会とのかかわりに関することとい

う内容がございます。これは、社会全体と自分がよりよくかかわっていく力を育てる

ということですが、この中に先ほど言われた社会変化に対応していく能力などはここ

で培うというふうなことになります。 
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 このかなめとなる時間が各学年週１時間程度位置づけられている道徳の時間となり

ます。年間35時間以上、ほかの学習活動との関連を図りながら、児童・生徒や学校の

実態に応じて指導を行っているところです。 

 小学校６年生の教材例を少し紹介しますと、２つほど紹介しますと、先ほど申し上

げました１、主として自分自身に関することということにかかわることですが、ピア

ニスト辻井伸行さんのエピソードを取り上げています。この教材から、生まれたとき

から目が不自由だったにもかかわらず、なりたい自分に向かって諦めずに努力を重ね

ていくことのよさに触れさせ、これからのあるべき自分の姿についてじっくりと考え、

話し合ったりする学習を仕組んでいます。 

 また、４、社会とのかかわりに関することという内容では、日々進化を遂げる情報

化社会へ対応するために、情報モラルの教材が取り上げられています。これは、全学

年で取り上げられている項目なのですが、例えば携帯電話とのつき合い方という教材

を用いて、幾つかの意見を比較したり、検討したりしながら、どうすれば自分は携帯

電話と賢くつき合うことができるかという結論を見出していく、話し合いを通して見

出していくという学習などもあります。こういった学習などが社会へ対応する力を身

につけていることに当たるのではないかなというふうに思います。 

 ただ、このようなことに関しては、実践していくためには学校だけでなく、家庭で

の協力が不可欠だと思います。このように、厳しい社会を生き抜くための力というの

は、日々道徳教育を中心に学校で展開されてると言えます。 

 なお、道徳教育についての補足ですが、来年度、平成30年度からは小学校で、平成

31年度からは中学校で、これまで教科として取り扱うことのなかった道徳の時間を特

別の教科、道徳という位置づけ、検定教科書を導入して指導することになります。目

標は、内容が一部改正されたり、整理されたりしますが、答えが一つではないんです

ね、道徳の中身については。そういった課題に子供たちが主体的に向き合ったり、自

分の生き方について考えたりして、議論する道徳ということが叫ばれています。そう

いった転換の時期を迎えております。より一層、先ほど言われたような道徳性を育む

指導が重要となってきていることを申し添えたい思います。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 詳しく説明いただきました。 

 以前は、50人学級あるいは47人、それと45人学級が１クラスで行われたと思います。

そのときは、かなり子供たちの数も多かったからですけれども、それから40人学級に

変わっておりますけれども、現在担当している先生方に聞きますと、20人前後が指導

しやすいと言われています。 

 そこで、教育長に伺いたいと思いますけれども、少人数学級あるいはＴＴ学級が行

われるようになってから、学力は向上されましたけれども、常に上位にいる子供たち

はどうされているのか。 

 それとまた、伸ばしてやる努力はされているのか、それができていないから、また

できないから、子供たちは塾へ行くのか、できないのは授業より家庭教育を学校に任
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せているからなのか、それから小学校でリーダー的存在の子が町外の中学校へ行くの

は、地元の中学校に優秀な教師がいないからなのか、伺いたいと思います。 

 

○北村喜久次教育長 

 非常に義務教育の根幹にかかわる御質問をいただいたと思っております。 

 さらに伸びる子に対しての指導が不十分ではないかというような御質問も受けまし

たけれども、それぞれの子供たちの学びの状況に応じて、さまざまな指導の工夫をし

ていただいております。したがって、教育長としては町内の義務教育に関して、伸び

ようとしている子供たちの指導がおろそかになってるというような認識は持っており

ません。そのことで、例えば他地区への進学等もありますけど、このことはある程度

教育は個人的な面もありますので一概には言えませんけれども、本町の教育、特に教

師の指導力が劣っているからという、その要因は全く考えておりません。特に、本町

の先生方については、厳しい状況の中で一生懸命頑張っていただいてるという認識を

持っております。例えば、問題行動一つとっても、小学校での低年齢化、対教師暴力、

対人暴力、全国的にも大きな問題になっておりますけど、今のところ本町では一切そ

ういった報告も受けておりませんし、いじめ等の問題についても、毎月幾つかの報告

はありますが、非常に早い段階で気づいていただいて、大きな問題になる前に的確な

指導を家庭と連携をとりながら進めていただいているところです。 

 かといって、全て十分だと言い切るまでもないですけども、先ほども申されました

ように、さらに力のある子をいかに伸ばしていくかについては、補充指導等も含めて、

今後とも学校現場で大いに研究を進めていただきたいと思っておるところです。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 前は子供たちが多かったから、クラスが多くて、あのクラスに負けたくないとか、

そういった競争力がありました。また、上位にいる子供たちもあの子には負けたくな

いという競争力があったわけです。今は１クラスで、もうトップにいたらずっと６年

間、小学校やったら６年間トップでいって終わってしまうわけです。だから、隣のク

ラスのあの子に負けたくないとか、そういった競争力が年々なくなってきてるんじゃ

ないかなと思っております。だから、結局小学校でリーダー的存在、引っ張っていた

子供たちがほかの中学校に行ったら、中学校で今度は引っ張っていく子供がいなくな

るわけです。だから、そういった面で、その辺の教育を強化していただきたいなと思

いますけども、その辺の見解はいかがでしょうか。 

 

○石橋佳樹主任指導主事 

 先ほど御指摘のとおり、人数が多ければ多いほど、例えば競争の場面とかが設定し

やすかったり、選択の場がふえたりするわけですが、今現在のこの規模でも、やはり

全ての教育活動の中でそういった子供たちの意欲を大切にする、子供たちが目標に向

かって頑張るという気持ちをそそるような競争の場面は適宜設けて、先生方が日々授

業を行っていると認識しております。 
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 例えば、体育の場面で言いますと、小学校のハードル走の授業などがあるんですが、

例えばあることの競争を望む子もいますし、それは競争という方法を通して目標に向

かっているわけで、もう一つは達成という部分も非常に大事ではないかなと私は考え

ているわけです、学習の中では。前回のタイムから何秒伸ばすぞという目標に向かっ

て頑張る、それも学習への向かい方の一つであります。ですので、競争の場面を仕組

みということと、個人が一人一人の目標をしっかりと持ちながら、そしてそれに何く

そという気持ちを持って向かうという気持ちを両方大事にしながら学習を進めていま

す。 

 ちょっと一つの例を申し上げたわけですけども、そのほかにも例えば習熟度が高い

子供たちへの指導として、難度の高い、さらに質の高い問いを投げかけて、もっとよ

り高い目標を目指させたり、あるいは一つの理解できた内容を時間があればたくさん

解くことで、しっかり身につけなさいということで量をこなさせたり、あるいは学習

場面の中では早く問題が解決できた子には、そしたらあちらのグループがちょっとつ

まずいているようだから、ちょっと説明を考えてごらんよと、グラフを利用したり、

文を利用したりして説明を考えて説明を行ったりさせる、この説明をするということ

は、自分がしっかり理解をしておかないとできないことでございます。こういった活

用力といいますけど、活用力を目指すという方向にも当然全国的に佐賀県でも、そし

て本町でも視点を向けて取り組んでいるところでございます。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 いろんな取り組みもされているようですけれども、しっかりと頑張っていただきた

いなと思います。 

 次、２の人口減少に伴い、児童・生徒の数も減る中では、切磋琢磨する機会が減少

し、学校や地域において一定規模の集団を前提とした教育活動やその他の活動が成立

しにくくなっております。また、よい意味での競争心が希薄になってることが心配さ

れます。我々人間は、一人一人考え方は違います。児童・生徒が集団の中でいろんな

考えに触れ、お互いが認め合い、協力し合って切磋琢磨することで、一人一人の資質

や能力を伸ばしていくものではないかと思っております。 

 そこで、小・中学校の統廃合の取り組み状況を伺いたいと思います。また、資料を

提出いただいておりますけど、その説明もお願いします。 

 

○吉岡正博学校教育課長 

 まず、請求のありました資料の説明をさせていただきます。児童・生徒数の推移と

いう資料をごらんいただきたいと思います。 

 学校ごとに本年度当初の児童・生徒数を記載しております。一番下の合計欄が各学

年の町全体の人数となります。６年生の縦列を見ていただきますでしょうか。一番下

の合計が195人になっていますが、上段の小学校ごとは、そのうちの学校ごとの人数

になります。中段の中学校の人数は、そのまま中学校に進学したらの人数になります。

真ん中寄り、右側のほうの６歳以下の人数、これはこの時点での出生年度別の人数で
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ございます。６歳の縦列を見ていただきますでしょうか。合計が194人になっていま

すが、上段のほうがそのまま小学校に入学したらの人数になります。中段のほうは、

そのまままた中学校に入学した場合の人数ということで記載をしております。 

 以上、資料の説明でございます。 

 それでは、小・中学校の統合の取り組み状況についての御質問についてです。 

 少子・高齢化、人口減少によりまして、児童・生徒の数が減ってる状況にあります

のは、先ほどの資料のとおりでございます。町内８小学校のうち、福富小学校を除く

７校につきましては、学年が１クラスということで、議員の言われるよい意味での競

争心が希薄になる、または学級の入れかえができない、入学してから卒業するまでの

人間関係がグループの固定化など、そういう状況にあります。 

 中学校においては、生徒数の減少によりまして、クラブ活動も人数不足となり、成

り立たず、やむなくやりたい種目を行えない、また町内中学校間で取り扱うクラブの

数も、また種目も異なる問題もございます。 

 また、財政面におきましては、今後町内11校の改修や建てかえといったことが出て

まいります。最も古いのが須古小学校の体育館で、昭和43年４月の建築です。49年が

経過しております。校舎本体として最も古いのが福富小学校の校舎で、昭和50年１月

の建築です。42年が経過しております。これらを踏まえまして、本年度教育委員会で

は、各学校の学校運営協議会に対し、人口の推移、施設耐用年数、交付金等の資料を

配付させていただきまして、今後の学校について考えていただくようお願いをいたし

ました。また、将来的な学校統合を視野に入れました町内小・中学校のあり方につい

て検討を始めることにいたしました。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 ようやく統廃合について話し合いがなされているようですけれども、はっきり言っ

て遅いですよね。資料を見ていただくとわかると思いますけども、児童・生徒数、生

まれた子供の数がわかると思います。県内全体を見ていただいても、かなり少なくな

っていると思います。先ほど説明ありましたけども、町内で６年後に100人以上の学

校は４校しか残らないですね。それで、全部が本町に残っていただいてこれだけの数

です。ほかの中学校へ行ったら、また少なくなってくると思っておりますけれども、

現在でも２校や３校が統合した場合で、学年は１クラスか２クラスですよね、小学校

で。１校に統合した場合でも４クラス、多くて５クラスぐらいになるわけです。それ

によって、文部科学省は公立小・中学校の統合方策についてを昭和31年、それで学校

統合の手引を32年、公立小・中学校の統合についてを昭和48年に出されております。

それで、公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引の選定についてを

平成27年に出されていますけれども、これを出されたことによって、以前のものは廃

止されていますけども、この問題は昭和の時代から取り組まれています。そういった

ことで、旧３町の合併当時から私は言ってきましたけれども、なぜ今ごろなのか、も

っと早く取り組めなかったのか、伺いたいと思います。 
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○吉岡正博学校教育課長 

 議員のおっしゃるとおり、非常に町内の小・中学校は児童・生徒数が少なくなって

おります。合併のときも、その話が出たとは思いますが、現在小学校につきましては

旧８箇村からの歴史的なこともございます。そしてまた、小学校の人数が今20人とい

うことで、１クラスが20人から30人ということでございますが、これ自体を見て極端

に少なくて悪い面だけがあるわけではございませんので、現在までこの状況できてお

ります。ただ、今後を考えた場合に、このままではどうなのかという議論を始めたと

ころでございます。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 以前も私が資料として学校からの距離、小学校４キロ圏内あるいは６キロ圏内の地

図を見ていただいたと思っておりますけども、やはり子供たちが少なくなれば、多く

の子供たちと接する機会を与えるためにも、早目に統合しなければいけないと思って

おりますけど、それでは各学校の維持管理を含めた経費はどれくらいかかっているの

か。また、統合したらどれくらいになるのか、伺いたいと思います。 

 

○吉岡正博学校教育課長 

 教育の予算決算につきましては、県費の教職員の人件費を除きまして、本年度まで

の５年間の平均は約11億円になっております。そのうち、学校施設改修費は約１億

4,000万円になっております。 

 現段階で学校の統合につきましては、将来の学級数など具体的なことはまだ一切決

定をしておりません。したがいまして、統合による財政上のことについては現在のと

ころお示しできる状態にはなっておりません。 

 以上です。 

 

○西山清則議員 

 先ほど、指導主事からも言われましたけども、子供たちが少ないと部活も成り立た

なくなっているということですけども、それは当たり前ですよね。やはり、現に隣接

町の生徒と合同で大会に出てもいますし、それでお聞きしますけれども、教育長に伺

いたいと思いますけども、高校再編はなぜ行われたのか、第１段階は平成18年に始ま

りましたけれども、また来年にも行われますけれども、なぜ高校再編は行われたのか、

伺いたいと思います。 

 

○北村喜久次教育長 

 高校再編の理由についてのお尋ねですけども、詳細はこれは県の事業でありますの

で、私が細かく言う立場にはございませんけれども、少子化が急激に進んだ、特に長

崎沿線沿いの少子化が県内でも特に顕著であるということ、それと高校は義務教育で

はありませんので、そういう意味から、義務教育と違って、例えば地域とのつながり

とかというのはかなり薄いですので、適正規模を確保するということは最重要視され
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るものと考えています。そういう意味で、義務教育の考え方とはかなり温度差がある

んじゃないかなと考えます。 

 

○西山清則議員 

 義務教育、小・中学校になりますと、地元とのかかわりが深いと思いますけれども、

でもかかわりがありますけど、統廃合しても地域とのかかわりはできると思っており

ます。地域の伝承芸能とかなんとかは、残った子供たちでずうっと継承していけばい

いことだと思いますので、そういった子供たちが多く接することによって成長してい

くじゃないかなと思っております。社会に出れば競争力が必要でありますので、どう

いう仕事でも一緒だと思いますけれども、競争力が発生すると思っております。農業

にしろ、就職した会社にしろ、競争力は出てくると思います。その競争力に負けない

ためにも、やはり必要ではないかと思いますけど、その辺の考えはいかがですか。 

 

○北村喜久次教育長 

 競争力に負けない指導、おっしゃるとおり非常に重要だと思います。議員さんも御

承知のように、今ＡＩ等が進んでおりまして、今後ＡＩの進出等によって今現在ある

職業の多くがなくなるというようなことも流れておりまして、本当に厳しい中で生き

ていかなきゃなりません。そのための基礎的な素養というのをいかにしっかりと子供

たちに培うかということは、私たちの大きな使命でもあります。 

 競争力については、確かに必要ですけど、ただ競争の場面を設定するだけでそれが

オーケーかというと、そうはならないところが難しいところですね。やっぱり、人と

競争しようと思うにはそれなりの目標、志、夢、そういったものがなければなりませ

ん。そのためには、一人一人の子供たちが自己肯定感、ちょっと難しい言葉になりま

すが、自分を大切に思うこと、簡単に言えば自信があることですね。こういうものが

ないと、多くの人がいる場に入っても競争しようという、そういう意気込みは燃えて

こないと思います。そういったものは、やっぱり小さいころから頑張ってることをき

ちんと認めてやる、あるいはきちっと貢献していることに対してはありがとうという

言葉で承認をしてやる、こういったことの積み重ね以外にないと思うんです。そうい

う意味からも、現在コミュニティをスタートさせてるわけで、家庭と学校、地域がし

っかり目標を共有して、子供たちにかかわりましょうというようなことをやっており

ますので、こういったものの地道な積み重ね、これしかないかなあと考えるところで

す。 

 

○西山清則議員 

 学校でしっかり指導していただきたいと思いますけども、やはり学校の成績がよい

から社会に出てもよいというわけじゃなくて、学校では成績は負けていた子でも、社

会に出たら逆転してる子もいます。だから、競争力というのは本当に大変なんですよ

ね。農業でも、あの農家には勝ちたいという競争力があって、もうずうっと切磋琢磨

しながら頑張っていますので、だから学校の成績はそんなによくなくてもいいんです

よ。ただ、社会に出てどれだけ努力して自分が成長していくかが過程でありますので、
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その過程をつくるのが学校でありますので、その辺を御指導願いたいと思っておりま

す。 

 それでは、町長に聞きますけども、統廃合についてどう思われているのか、もっと

早くから話し合いを持つべきだったと思われなかったのか、伺いたいと思います。 

 

○田島健一町長 

 学校の統合についての御質問でございます。 

 学校の統合については、人づくり、まちづくりの大きな課題と考えているところで

ございます。少子化の中で、児童・生徒が減少し、学校の規模が縮小していることへ

の課題につきましては、先ほど来担当課長等が、また教育長が述べたところでござい

ます。これに対しまして、総合計画にあります個性豊かですぐれた人材の育成を推進

するためには、どのようにしていくのがよいのかを考えるところでございます。また、

学校は地域コミュニティのシンボル的存在でございまして、地域とのかかわりが非常

に大きいというふうに思います。特に本町の場合、小学校は旧８箇村のところに１校

ずつあるという歴史がございます。心情的なものに加えまして、小・中学校ともに地

域のレクリエーション会場や避難所になるなど、地域の核となる施設でもございます。

学校の統合につきましては、学校の持つ多面的な機能をも考慮し、また学校ごとに設

置をしていただいております学校運営協議会、こういったものを踏まえたまちづくり

全体の中で考えていくものだというふうに思います。 

 そしてまた、議員からは時期が逸してるじゃないかというようなことも言われまし

たけれども、よその市町においても、統合というのは推し進められているところがご

ざいますけども、まずは行政側から云々というよりも、先ほどから申し上げますよう

に、地域のほうからの盛り上がりといいますか、行政のほうが統合しますよ、１校に

しますよ、２校にしますよということじゃなくて、地域からの盛り上がりが大切だと

いうふうに認識をいたしておりますので、そういったものがまだまだ発してないとい

うのでありまして、今私たちがこれから始めていきたいというのを先ほど来、教育委

員会からも答弁をさせていただいてるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西山清則議員 

 町長は福富小学校の出身でありまして、福富小学校の今の全校の生徒数よりも町長

は１学年の人数が多かったわけですけれども、そういった時代であれば問題はないん

ですけども、これだけ少なくなれば、統廃合は早急に考えていただきたいなと思って

おります。統廃合については早く結論を出していただきたい。また、婚活サポーター

センターの設置を早急にお願いし、私の一般質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで西山清則議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

11時35分 休憩 
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13時15分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。溝上良夫議員。 

 

○溝上良夫議員 

 議長の許可をいただきましたので、通告に従い、２項目のことについて質問をいた

します。 

 質問を始める前に、大雨の際、昼夜を問わず、また悪条件の中、排水対策に携わっ

ていただいている関係者の皆様に対して、心より感謝を申し上げるところでございま

す。 

 それでは、最初の質問に入りたいと思います。 

 先々月、７月５日未明より６日にかけての集中豪雨による水害の検証についてお伺

いをいたします。 

 今回の集中豪雨による水害について、町長の総括及び検証した所見をまずお伺いを

いたします。 

 

○田島健一町長 

 今回の集中豪雨によるところの所見をということでございます。 

 まずもって、今回の九州北部の豪雨によりまして、福岡県並びに大分県の両県では

多くの方々がお亡くなりになったり、被災されております。また、多数の家屋にも被

害が生じておるところでございます。御遺族の皆様方にお悔やみ申し上げますととも

に、被災された皆様にもお見舞いを申し上げます。さらに、一日も早く復旧、復興な

されることを願うところでございます。 

 ところで、本町におきましても、今回の豪雨では記録的な降雨となったところでご

ざいます。特に、７月６日の１日の降水量が310ミリということでございまして、こ

の値は白石町において過去40年間の中で２番目に多い降水量であったわけでございま

す。これは、皆様御承知のとおり、1990年７月２日、平成２年、このときが第１位な

わけでございますけども、このときは331ミリ降ったわけでございますけども、この

ときは六角川が10箇所で堤防が破堤し、浸水家屋が8,000戸を超え、また田んぼの浸

水も冠水も8,000ヘクタールを超えとったわけでございますけども、それに次ぐよう

な大雨でございました。しかしながら、幸いにも今回は人的な被害がなくて、１軒の

床上浸水と104戸の床下浸水というのが発生をいたしたところでございます。 

 ７月６日の午前６時に、山間部の地域に避難準備情報を発令したところ、主に高齢

者の方でございますけども、12世帯17名の方が避難をされたところでございます。低

平地である本町におきましては、たび重なる排水ポンプ整備、堤防の強化など治水事

業が幾度となく行われ、浸水被害は大幅に改善されてまいりました。しかしながら、

最近は時間に50ミリを超えるような局地的な集中豪雨や今回のような線状降水帯が形

成維持されて、同じ場所に強い雨が継続的に降り続けさせることにより、これまでに

ないような豪雨が至るところで発生しておりまして、本町においても甚大な被害を今
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後こうむることは懸念されるところでございます。 

 このような事態に対応した浸水被害軽減を行うためには、行政によりますところの

浸水対策、いわゆる公助としてのハード対策の強化を進め、整備水準、整備基準のレ

ベルアップを行うことが必要ではございますが、一方においては、住民の皆様みずか

らの災害対応、いわゆる自分の命は自分で守ろうというところの自助、さらに団体と

か地域で対応していくといったところの共助を推進することにより、被害の最小化を

図ることも重要でございます。 

 そのためには、これまでの答弁にも差し上げたところでございますけども、自主防

災組織の組織化を推進し、地域防災力や避難行動力を強化していくことも必要である

というふうに考えます。また、近年の本町での浸水被害、そのほとんどが内水氾濫に

よるものでありまして、地形的要因などによりまして、浸水された区域というのが今

回も町内各地で発生をいたしております。これは、町内の河川は有明海の潮位の影響

を受けることに加えまして、複雑な農業用水路については用排水の慣行というのがご

ざいまして、これまで浸水軽減というのは簡単ではございませんでした。しかしなが

ら、浸水被害を軽減させるためには、これまでも答弁をさせていただきましたけれど

も、地域間の連携によるところの降雨時の事前予備排水を行っていただく等々の作業

により、町民の皆様にも共同して取り組んでいただくことが必要ではないかというふ

うに考えてるところでございます。今後は、気象変動や社会構造の変化等も踏まえま

して、これまでの治水対策とあわせまして、災害が発生した場合でも被害が最小化す

る対策の一層の強化に取り組んでいく所存でございます。 

 総括ということでもございましたけども、今回の雨の検証というのは役場だけで行

ってるわけでございますけれども、地域の皆様たちと一緒になって、今回どこでどの

ような浸水被害があったのか、その原因は何なのか、こういったことを地域の皆さん

と一緒に検証しなければならないというふうに思っております。これまで、地域の皆

さん方とは用排水協議会の中では、地域ごとに雨季前に開催をさせていただいており

ましたけども、今回は早いうちに検証の会を開催し、つからなかったところ、つかっ

たところは何が原因だったのか等々を検証してまいりたいというふうに思うところで

ございます。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 今の町長の答弁に沿って、これから質問をさせていただきたいと思います。 

 今回の集中豪雨、北部九州に比べたら当町の被害は少なかったかもしれません。で

も、考えてみると、今回の冠水被害、当町にとって大きな災害だと思います。これ以

上の災害というと、先ほど町長が答弁されましたように、平成２年、六角川の決壊、

もしくは有明海堤防の高潮で強烈な台風のときの決壊、それしか考えられないわけで

あります。それを踏まえて、今回の浸水箇所ごとの原因と対策について、これからお

伺いをしていきます。 

 執行部からの提出資料に基づいて質問をさせていただきますけども、説明がござい

ましたら、説明をお願いいたします。 
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○荒木安雄建設課長 

 それでは、建設課のほうから答弁させていただきます。 

 溝上議員から資料請求があっておりますので、資料について御説明いたします。 

 ７月５日から６日の集中豪雨による冠水の位置図でございます。道路、住宅関係分

でございます。まず、左側の１番、下簑具交差点、これはデイリーヤマザキの前付近

でございます。ここも冠水いたしました。それから、２番目のスーパーいづみや前、

ここも冠水いたしまして、通行止めをいたしております。それから、３番目の馬田交

差点東、これはレストランみなみかぜの前付近でございます。それから４番目、中郷、

船津住宅付近、ここも毎年のゲリラ豪雨により冠水をいたしております。それから５

番目、秀新村公民館東でございますけれども、ここはことし初めて冠水をいたしまし

た。それから６番目、白石石油センターからみのつ酒屋までの付近でございます。こ

こも冠水いたしまして、通行止めをいたしております。それから７番目、串源前、こ

こも通行どめをいたしました。それから、８番目でございます。これは白石川東３差

路でございまして、町道横手福田線との３差路付近でございます。ここも今回初めて

冠水をいたしたところでございます。それで、警察による片側通行の規制がなされま

した。続きまして、９番目、上廿治、田中建設付近でございます。白石中学校から美

柳までの区間でございます。ここも冠水をいたしております。それから10番目、稲富

胃腸科付近、ここも毎年の豪雨により浸水をしております。ここも通行止めをいたし

たところでございます。それから11番目、これも白石川東の３差路でございます。８

番目の３差路から南のほうを向いて撮った写真でございます。奥のほうには、パトカ

ーがとまっていて、ここで通行止めの規制をされております。それから12番目、白石

中学校前です。ここも毎年浸水をいたしております。それから13番目、国道207号佐

賀クボタ前でございます。ここも長さにして50メートル程度冠水いたしまして、徐行

運転をされております。それから14番目、役場から東へ行った信号機のある４差路か

ら南のほうへ300メートルぐらい行ったところの町道でございます。ここも初めて冠

水をいたしたところでございます。それから15番目、錦江団地内の道路でございます。

毎年ここもゲリラ豪雨により、冠水をいたしております。16番目、国道207号ビッグ

前、元のサンパーク前の国道でございます。ここも冠水をいたしました。それから

17番目、戸ケ里の弥福寺前ですけれども、ここも冠水いたしまして通行止めの看板を

設置いたしました。それから、このほかにこの地図には載せておりませんけれども、

ほかに有明の新明４Ｂでも家屋や小屋の浸水があっております。 

 今回の冠水により、国道207号有明ビッグから白石佐賀久保田前付近までは冠水に

より、朝の７時ごろから昼ごろまで渋滞となったところでございます。また、ほかに

町内多くの箇所で町道や農道が冠水したため、通学、通勤に支障を来したところでご

ざいます。 

 以上で説明を終わります。 

 

○溝上良夫議員 

 詳しい説明を受けましたけども、この中で１、２、３、最低４箇所、５箇所ですか、
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毎年という言葉が出ました。毎年ほとんどつかる、冠水をするところ、その箇所につ

いて対策はどういうふうに行われてきたのか。初めてのところもあります。しかし、

ほとんど私が見る限り、毎年心配される17地域だと思います。その中でも、４番と

10番、15番、その他２つの団地、住宅地、それと胃腸科、この３つに関しては多分ほ

かに放流するところはないようなところだと思います。単純にポンプアップしか考え

られないところなんですけども、その３箇所についてと、毎年心配しているところの

対策、今までどういう対策をされてきたのか、お伺いをいたします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 まず、４番目の中郷、船津住宅付近でございます。ここは、地沈12号ですか、あち

らのほうへ流れていきますけれども、その末端には白石排水機場がございます。しか

しながら、白石排水機場も排水能力が7.6トンで、フル稼働いたしましても、ずうっ

と広い白石町の須古川排水機場から排水機場で流れ切れなかった水が線路を越えて、

またこちらに来て白石排水機場に来ますので、なかなかポンプの強制排水では毎年こ

こは被害があっているところでございます。 

 それで、ことしの７月でしたか、地元の方と一緒に杵藤土木、また武雄河川事務所

等へポンプの設置の要望に行ったところでございます。 

 それから、15番の錦江団地でございますけれども、こちらのほうも地元からいろい

ろ御意見いただいております。うちとしても、地沈水路へ流れるように予備排水の呼

びかけもいたしましたけれども、以前、排水機場の検討をしていくと回答いたしてお

りました。今年も毎回つかりますので、排水ポンプの増設を考えていかなければなら

ないと思っております。 

 それから、全体的に冠水いたしましたけれども、いつも言っております予備排水で

すね。今回、予備排水というのが６月のときになかなか雨が降らなくて、田植え過ぎ

てから若干雨が降り出したわけですけれども、ある程度空梅雨ということで地沈水路

にかなりどこの地域でも水をためておられたわけで、１日310ミリの降水があったた

め、今回このように５番、８番、10番、14番、こちらのほう、私のこれまでここがつ

かったことは確認したことはありませんけれども、今回初めて４箇所が冠水がござい

ました。これからもポンプの設置も大事だと思いますけれども、今まで申しましたよ

うに、予備排水をして区長さん、それから排水調整委員さんたちに予備排水をしてい

ただき、冠水からの被害を軽減していかなければならないと思っております。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 今回は、たまたま300ミリという雨量でございましたけども、これが500ミリになっ

た場合、もちろん今何回もおっしゃいました予備排水、大事なことだと思います。時

期的な問題もあると思いますけども、そういうときに300ミリが限度じゃないわけで

す。朝倉みたいに500ミリ降る可能性もあるわけです。そういうときに、それだけ降

ればどうしても災害になって、手をつけられない状態かもしれません。それでも、何

らかの形で対応していかなければならないなというふうに考えます。 
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 そこで、今説明受けましたけども、私が思うにほとんどのところが先ほど答弁にも

ありましたけども、白石川、六角川に流さなければならない排出の箇所、この17箇所

のうち、ほとんどが白石川及び白石排水機場のルートを通って六角川に排出しなくて

はいけないというふうな箇所であります。そのために、白石排水機場、ポンプの増設

もお願いをしているところではありますけども、それ以外に方法はないものか、その

ことについてこれからお伺いをしていきたいと思いますけども、まず見解をお伺いい

たします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 議員おっしゃいますように、白石町では低平地で大雨時、よく冠水被害が発生する

ことにより、ことしの２月と３月にＮＰＯ法人嘉瀬川交流軸理事、また佐賀大学教授、

北部九州河川利用協会理事、武雄河川事務所職員十数名で構成されます佐賀県内水防

災検討専門家の方々が白石町に来町され、六角川沿いを視察をされました。その後に、

役場内で検討会がなされ、いろんな意見が出されたところでございます。 

 一事案を紹介いたしますと、白石の新拓にあります白石貯水池、ここの貯水容量が

180万立方メートルございますけれども、ここを一時的に貯留ポケットとして有明海

へ放出したらというような案も出ております。今後も、この水防災検討専門家により、

いかに白石町の冠水被害を防ぐかなどを検討されていくものと思っております。私も

大いに期待しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 検討会、大いに大事なことだと思いますけども、もっと細かい検討をされればとい

うふうに期待します。 

 六角川の排水の地域に対して、また質問をいたしますけども、六角川、御存じのと

おり、武雄市から北方、当町では須古川、白石川など多数多くの川から、また排水機

場があります。近年、大雨の際、満水状態に陥るのが大変早いと、六角川ですね。そ

れによって、干潮時の自然排水、それに頼ることが一番大きな排水の能力が出せるわ

けです。そんなとき、どういうふうな原因で時間がかかるのか、また只江川、廻里江

川、福富川などは直接有明海に流せるわけです。そこら辺が六角川の排水の状態と違

うところだと思います。そのことについて、再度六角川の排水の総合的な対策につい

て、お伺いをいたします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 まず、下簑具交差点や馬田交差点付近の冠水被害につきましては、須古川の末端に

須古排水機場がございますが、この排水機場の流域面積は嘉瀬川、船野、内堤、鳥巣、

馬洗、岡崎などで5.2平方キロでございます。最近の大雨では、山間部からの流入も

あり、当初の流域面積よりかなり広くなっておるようでございます。 

 また、廿治付近の冠水被害につきましては、先ほども申し上げましたように、須古

川排水機場で排水できなかった雨水の流入や当初の白石川排水機の流域面積の6.1平
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方キロメートルよりも広くなっていることが考えられます。両河川の末端には、先ほ

ども申し上げましたように、排水機場がございますけれども、須古川排水機場の排水

能力は排水機場ポンプ合わせて毎秒7.6トン、白石川排水機場の排水能力が毎秒7.7ト

ンとなっているところでございます。 

 今回の集中豪雨により、町内各所で田畑、道路冠水を初め、家屋の浸水、一部家屋

の床上浸水等の冠水被害が発生をいたしました。町内各主要排水路及び河川において、

自然排水や排水機場のポンプをフル稼働したにもかかわらず、冠水被害が発生をいた

しました。また、先ほども申しましたように、６月が空梅雨だったため、地沈水路等

に多く水をためられ、予備排水ができなかったことも冠水被害が拡大したもので考え

られます。 

 町の対策といたしましては、何度も言いますように、多量の降雨が予想される場合

には、事前の予備排水が必要不可欠となってまいりますので、今後とも区長さん、排

水調整委員さんの皆様に上下流の連携をとりながら、予備排水をお願いしていくとと

もに、町といたしましても、国、県に対して町内排水機場及び排水施設の能力アップ

についても今後も要望していきたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 排水の計画についてですけども、私は冠水地域、冠水地区、地区内での冠水すると

ころ、しないところ、地域内で冠水するところとしないところ、そういう水害に対す

る考えの温度差、それが影響しているように思います。今回の大雨でも、ある地域は

早急に解決をしているところ、水が引いた、そういうときにまだ解決解消されてない

ところから地域を越えて、もちろんそういうことはやっとられると思いますけども、

地域を越えて解消された地域に流すことはできないものか。例えば、只江川、白石地

域の六角川に流しているのを少しでも只江川、また福富地域に流すことはできないも

のか、その方法を考えたことがあるのか、実際今流しているのかどうか、そこら辺に

ついてお伺いをいたします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 昨日も答弁させていただきましたけれども、今現在町内の主要な河川や地沈水路

55箇所に量水標を取りつけております。この量水標により、上下流の水位管理をして

いただき、水害から守っていきますよう指導していきたいと思っているところでござ

います。 

 例えば、上流が1.8メートルの水位で下流が1.4メートルの水位のときには、その間

のゲートを開けて、あと20センチ落とすとか、そこら辺の上下流の連絡をとり合いな

がら、適切な水管理をしていただき、極力水害にならないようにしていかなければな

らないと思っております。 

 それから、議員おっしゃいますように、六角川に排水することには限度がございま

すので、有明海のほうへ水を抜くことが考えられます。それで、少し大き目の水路を

増設する方法とか、只江川がございますけれども、只江川は今現在ＪＲのところまで
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でございます。この只江川につきましては、以前は須古付近まで、圃場整備前は須古

付近まであったわけでございますけれども、今現在長崎ＪＲまででございますので、

只江川をもっと上流まで持っていって、須古地区、嘉瀬川、そこら辺の六角川に排水

しないで、只江川のほうへ水を流入を誘う方法とか、あと廻里江川、有明海で言いま

すと、廻里江川も現在高町まででございますけれども、この廻里江川を川津、湯崎付

近まで延長を伸ばして、山間部の水をそこに寄せて、とにかく有明海のほうへ排水す

る方法が一番いいんじゃないかと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○田島健一町長 

 ただいま課長がるる答弁を差し上げたところでございます。 

 今、町内にあります須古川、白石川、そして福富地域の緑郷川、この３河川につい

ては、六角川水系の一級河川となっております。管理は佐賀県知事、佐賀県が管理を

いたしております。福富川、只江川、そして廻里江川は二級河川ということで、これ

も県が管理をいたしております。この町内にある全ての河川の上流端というのが、普

通川というのは山から海まで至るわけでございますけども、町内の河川というのは全

て平地部からスタートして、先ほどの六角川であるとか、有明海に注いでるわけでご

ざいまして、これは川というか、水路の延長みたいなところであるわけでございます。

これを流域の変更、流域を変えていくということについては、なかなか厳しいものが

あるかと思います。これは、国、県と協議をした上でないと、流域変更というのはで

きないというふうに思います。というのは、白石川を代表して言いますと、白石川の

樋管の断面であるとか、ポンプの能力というのはその流域で計算をされておりますの

で、それを簡単にいじることはなかなか厳しいかというふうに思います。しかしなが

ら、先ほど私も答弁申し上げましたように、今回の雨を検証する、そして今の時代の

雨の降り方から想定すると、今のままの運営、河川管理だけでは浸水被害から到底脱

却できないと、そういったものを持ち合わせた上で、県なり国と協議をしていくこと

になろうかというふうに思います。そういうことからして、まずもってこれまでは町

だけが検証等々をやっていたかもわかりませんけど、地元の方、特に区長さんや排水

委員さんや、いろんな方々のお声を聞きながら、実態はどうなっているのか、そこら

辺をぴしっと町のほうで取りまとめて、そして県や国にお願いをしていくということ

になろうかというふうに思うところでございます。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 スムーズな排水をするためには、住民の皆様に協力を得なければならないというふ

うに感じるところでもございます。先ほど、量水標のことが話がありましたけども、

それに加えて、私のほうから一つ提案というか、水は高いところから低いところにし

か流れません。そこで大きな河川や水路への流入経路、それをデジタル的に管理でき

るように、町内主な水門の水路底、標高高、そういうのも量水標とあわせて地図の上

に落として、町が総合的な排水の指示ができるような形、そういうのをとられてはど
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うかなというふうに思います。量水標だけでももちろん構いませんけども、それに加

えて実際地図に落として、何かあった場合この河川はここに流せると、そういうふう

な確実なところを把握して住民さんに協力を得るというのが筋だと思いますけども、

そこら辺の見解についてもう一度お伺いをいたします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 今現在、先ほども申し上げましたように、現在主要な河川、排水路、55箇所に量水

標を設置をいたしております。場所的に言いますと、須古川、それから只江川、それ

から福富地域の地沈水路に設置をいたしておりますけれども、町全体で水量調査とい

うのをしていくには、この量水標をあらゆるところといいますか、ある程度ゲート操

作が多く行われている水路に量水標をもう少し多く設置をいたしまして、例えばこの

水路は1.8、その上流は2.0、上流から下流にしか流れませんので、下流がこの水位の

とき、その上のゲートは何メートルで、例えば1.6で落としてください、その上は幾

らで落としてください、そこら辺の連携をとりながら、自然下のほうへ排水をいたし

まして、なるだけ下のほうも一遍に水を流されますと、下のほうが冠水をいたします

けれども、そういうことで何度も申しますけれども、上下流の連携をとりながら、量

水標を見ながらゲート操作をしていただき、冠水被害から守っていかなければならな

いと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 今、量水標で排水をスムーズにするということでしたけども、実際どういうふうな

形で動いたのか、そういうことを７月６日の日にやられたのかどうか、その効果がど

れほどあったのか、そこら辺は難しいかもしれませんけども、実際そういう指示を出

されたのかどうか、住民の方に任せたのか、そこを一つお伺いしたいんですが。 

 

○荒木安雄建設課長 

 私は、７月６日の大雨時、２時半ぐらいから集中豪雨が始まりましたけれども、私

が朝３時半ごろ役場のほうへ出向きまして、私はずっと職員の管理といいましょうか、

指示をしていたところでございまして、そのときに55箇所、今言いました量水標のと

ころまで出向いてはおりませんので、明らかではございませんけれども、そこら辺、

ゲート操作員さんが量水標を見ながら管理されたかは私のほうも定かではありません

けれども、今後は今申しましたように、量水標を見ながらゲート操作をしていただき

ますように、今後も指導をしていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 今の話だと、量水機をつけました、それだけですよね。つけて、どういうふうに活

用するのか、早急に町が主体になるのか、地元が主体になるのか、そこら辺をはっき

りさせてもらいたいと思います。 
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 次に、六角川のスムーズな自然排水ができない一つの原因として、皆様方も御存じ

かと思います。前者の質問のときに配付された白石排水施設位置図、その右上のほう

を見るとわかるとおり、六角川と牛津川、この合流地点の問題ですね。牛津川が六角

川とけんかしてるわけですね。こういう問題は、もう昔からあったわけです。それで、

今まで小城市と話し合い、また国、県に対して解決方法、要望を出したことがあるの

かどうか、そこら辺をお伺いをいたします。 

 

○荒木安雄建設課長 

 溝上議員の合流地点の流量差の解決策についての御質問でございます。 

 武雄河川事務所では、六角川と牛津川の合流地点についても、六角川水系として河

川整備計画に基づく河川整備を進められています。河川の流れ方は、降水時の雨の降

り方などにより変化をいたします。現在の河川整備計画においては、これまで六角川

水系で起こったさまざまな洪水を再現し検証して、今後予想される降水量を盛り込ん

だ整備計画となっております。今後も河川整備計画に基づき、計画的な整備を進めら

れることとなっております。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 その計画に、先ほど言ったこの問題、六角川と牛津川が邪魔しちゃって自然排水が

うまい具合にできてないわけですね。牛津川のほうもそうだと思います。そういうこ

とで、ぜひそういう計画があれば、一つこの件に関して再度要望していくのが筋じゃ

ないかなと思います。何か動かないと動いてくれません。今まで動いてなかったら、

何でこれ今までほったらかしにしてたのかなと不思議に思うんですが、そのことにつ

いて再度要望をかけるのが本当のことだと思いますけども、いかがでしょうか。 

 

○荒木安雄建設課長 

 牛津川は、六角川より川幅が狭く、また勾配があるため、合流地点では流速が早く、

水位差が生じているのではないかと思っております。この解決策というのがなかなか

難しいとは思いますが、例えば牛津川の上流部で水の勢いを抑える方法や、牛津川の

川幅を広くする策などあるのかはわかりませんけれども、今後要望はしていかなけれ

ばならないと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○溝上良夫議員 

 とにかく六角川、問題は自然排水です。それができなければ、各排水機場のポンプ

の増設しかないわけです。その方法がなかなか難しいんであれば、どっちもだめとい

うのは問題ですけども、どちらか一方のことに対して早い解決策、六角川のスムーズ

な自然排水ができるようにするのか、ポンプの増設を要望していくのか、どっちかで

すね。どっちももちろん大事なことだと思いますけども、そういうところでぜひ解決

の糸口を見つけてもらいたいと思います。 
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 それで最後に、小さなことですけども、この項目で、この水害で一つ気にかかった

ことがございます。 

 増水によって、ある一部の道路、また路肩に打ち上げられた雑物、今回は田植えの

後ということで、麦わらの雑物が多かったんです。この件に関しては、要望したらす

ぐ対応をしてもらえまして、マイランドの南側の町有地を確保してもらいました。 

 ただ、もう一つ問題なのは、雑物の中でも発泡スチロールやペットボトル、空き缶、

そういうのがどこからとも流れてきて一箇所に集まってるわけです。そういうのを処

分するのはどういうふうな形をとっていくのか、大きな災害の場合は計画にもありま

すように、業者に委託するとか、そういうことをされるでしょうけども、今回の水害

で少し気になった雑物の処理、その関係を生活環境課長含めて、関係課長の答弁をお

願いいたします。手短にお願いいたします。 

 

○門田藤信生活環境課長 

 ただいまの農業系から出ますアズ、それから雑物等、こういったものの処理の対策

ということでのお尋ねかと思います。 

 まず、この農業系から出ましたアズにつきましては、災害廃棄物の仮置き場として

福富マイランド公園の南側駐車場に仮置きをいたした後、約24立米等の処分を行って

いるとこでございます。 

 この間、道路等において散乱したアズについても早急に対応しないと、交通障害と

かあと水稲、こういったものの生育にも影響があること、それからその他のごみを受

け入れをすることになると多量となることが予想されますので、こういったものにつ

いても今後処理施設であります佐賀西部クリーンセンターとの事前協議、こういった

ものも必要になってくるかと思いますので、今回の大雨等による分については、一応

アズのみに限定したというふうなことになっております。 

 今後につきましては、こういった事案等も予想されますので、関係部署あるいは佐

賀西部クリーンセンター、こういったところと事前に協議を行っていきたいというふ

うに考えているところでございます。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 最後になりますけども、災害の問題は町民が平等、快適かつ安全に生活ができるよ

うに町全体、町民全体で日ごろ考えなければならないものと考えます。ましてや、昨

今異常気象の話題が頻繁に出てまいります。事前に対策をするべきかと思いますけど

も、リーダーシップをとる町長、一言だけ意気込みを、早急に解決するという言葉だ

けでも結構ですので、意見をお願いします。 

 

○田島健一町長 

 今議会におきましても、７月の豪雨についての質問をたくさんいただいたところで

ございます。ただいま溝上議員からも意気込みをということでございましたので、先

ほど来、申し上げておりますように、これは役所が机上だけで問題解決するというの
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は厳しいというふうに思います。いずれにしても、早い時期に役場を中心といたしま

して、地域の皆さん方の意見を聞きながら対応策を練ってまいりたいというふうに思

います。これまで、私の耳の中にも、今回は下さん流してよかったばいというところ

もありますし、いや流されんやったばいというところもございます。そういったとこ

ろを一つ一つチェックをしていきたいというふうに思います。一つの地沈水路、例え

ば31号とか17号とか、やっぱり先ほど議員もおっしゃいますように、水は高いところ

から低いところにしか流れないわけでございますので、そういったものを皆さんで共

有しながら、皆さんがつからなくていいように、誰かだけが被害こうむるということ

じゃなくて、皆さんで解決策がないのかを検討してまいりたいというふうに思います。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 それでは、２項目めの町職員の配置と教育についてお伺いいたします。 

 平成28年度の各部署の職員配置について、１年目の職員の配置が目立ったようにも

思われます。この１年目の職員を29年度に１年間で配置がえはもちろんされてないと

思います。その配置がえをされた人間、職員が何人いらっしゃるのか、まずそのこと

についてお伺いをいたします。わからなければいいです。 

 

○百武和義副町長 

 議員のほうから、28年度の職員配置で１年目の職員の配置が目立ったということと、

それからその後、何名の職員が配置がえになったのかと、そういった質問かと思いま

すけども、平成28年度に配置１年目の職員が多かったという要因につきましては、前

年度末の退職者数が16名ということで、合併後一番多かった年でございました。それ

に関連して、どうしても配置１年目の職員が多かったということでございます。 

 それから、１年目の職員が次の年度で何人動いたかという御質問については、ちょ

っとはっきりした数は把握しておりませんけども、全体的な数で申し上げますと、平

成28年度が98名の職員異動をしております。これは職員全体の36.0％、平成29年度が

73名、職員全体の26.4％という異動を行ったとこでございます。 

 

○溝上良夫議員 

 事務職は、ほかの部署に行っても仕事ができるのが当たり前ですけども、専門的な

知識が要る事務もございます。そういうところで、ないと思いますけど、１年でまた

異動させるのはどうかなというふうに思った次第でございます。 

 それでは、もう急ぎますけども、次の専門職の登用と専門教育研修についてお伺い

いたします。 

 その前に、資料をいただいております。私、これを見て、驚きと安心をいたしまし

た。これだけの資格者が当町にもそろっておられるのかというふうに大変安心をした

ところでございます。この件について関連してお伺いします。 

 専門職の登用について、採用について、この件は旧町のとき、私も何度か言ったこ

とがありますけども、旧町では市は専門職の採用が可能、町村はできないという状態
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が続いておりました。多分、町村合併の後に専門職の採用ができるようになったから

と私は思っておりますけども、それでもまだまだ私は専門職の登用が足りてないよう

な、そういうふうな気がしてなりません。そういうことで、専門職の登用について、

今後どういうふうに考えておられるのか、お伺いをいたします。 

 

○百武和義副町長 

 専門職の登用についての御質問でございます。 

 本町の職員で、専門職の職種ということで申し上げますと、保健師、保育士、管理

栄養士、社会福祉士、土木職、文化財保護主事、自動車運転手、調理員、用務員、司

書、こういった職種がございます。それ以外の職種においても、専門知識を有する必

要がある場合は、一般職の職員の資質や希望を基本に長期的な配置なり、また職場内

研修、また職場外研修、それから派遣研修などの研修制度を充実させて、専門性の高

い職員の育成に取り組んでいるところでございます。 

 ちなみに、今年平成29年４月１日での新規職員の採用は、一般事務が９名でしたけ

ども、土木職を１名、それから文化財保護主事を１名ということで、毎年ではござい

ませんけども、専門職の採用も実施をしているところでございます。 

 そういったことで、近年本当に地方創生とか分権、こういったことで仕事の内容、

本当に多様化をしておりまして、これに対応するためには専門職、また専任職、こう

いった職種を充実していかなければならないというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 専門職のことについて、私が思うには税務関係また福祉関係、年間何件もの法改正

があるわけです。そういう部署に非常勤でも税務のプロ、また福祉の専門職を雇用し

てはどうかなと、そういうふうに感じるとこでございますけども、その考えがあるの

かどうか。また、専門職育成のための研修と教育の実情について、お伺いをいたしま

す。 

 

○百武和義副町長 

 税務部門、それから福祉部門について、専門職員を配置すべきではないかという御

質問かと思いますけども、これについて税務職については、特に税理士とかそういっ

た資格を持った職員の配置はしておりませんけども、近年では県の滞納整理機構、特

にそういったところに派遣をしながら、そして戻ってきてもらって、そのノウハウを

生かした徴収事務の充実ということを図っているところでございます。 

 それから、福祉部門では特にこれまで保健師なり、それから栄養士、こういった専

門職については配置をしておりますが、あと介護関係の社会福祉士とか、そういった

ものの配置はしておりますけども、先ほど言いましたように、必要となればいろんな

専門職員の登用、採用について検討していきたいと思います。 

 それから、研修のことですけども、先ほども申し上げましたように、特に専門的な

知識を必要とする部署については、そういった内容の研修をどんどん積ませるように
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しているところでございます。 

 以上です。 

 

○溝上良夫議員 

 専門分野は専門家に任せて、町民に対して細々なサービスをしていくのも大事だと

思います。ぜひ、そういう面も考えて、よりよい白石町になるように努力をお願いを

して、私の質問を終わります。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで溝上良夫議員の一般質問を終わります。 

 暫時休憩します。 

14時14分 休憩 

14時30分 再開 

○片渕栄二郎議長 

 会議を再開します。 

 次の通告者の発言を許します。中村秀子議員。 

 

○中村秀子議員 

 議長に許可を得ましたので、停電にならないことを願いまして質問をさせていただ

きます。 

 ３項目について質問をいたします。 

 まず、障がい者の支援についてということでございますが、心身にハンディを持っ

た子供たちは特別支援学級や特別支援学校でその個性を理解され、一人一人の能力や

状況に合わせて特別な支援を受けながら成長していきます。そして、将来の就業のた

めに職業訓練をして巣立っていきます。 

 平成29年３月に、嬉野支援学校を卒業した29名の子供たちのうち、４人が一般就労

いたしました。Ａ型作業所に２人、Ｂ型作業所に９人の生徒たちが巣立っていってお

ります。どうか頑張れよと、また周りの人たちがしっかり支えてもらいたいなあと、

そういう祈るような気持ちで先生方は送り出したものじゃないかというふうに思って

おります。 

 人は心身に障がいがあろうとなかろうと、その能力に応じて就労や人の役に立ちた

いと思い、仕事ができることにこの上ない喜びを感じます。自分で働いて、その対価

として給料を得る、これは人として自分の価値そのものを認めるところでございます。

心身に障がいがある人たちが、その能力に応じて就労できるように支援をすることは

大変大切なことと思います。 

 しかし、８月23日付の佐賀新聞で報道があっておりましたが、障がい者就労支援Ａ

型事業所が経営の悪化を理由に障がい者を多数解雇したと報道されていました。突然

解雇された方々は、途方に暮れるしかありません。大変残念なことです。白石町の障

がい福祉計画では、平成25年度末の第３期ですが、障がいを持つ方々が増加しており

ましたが、４期を終えようとしている今の状況について答弁お願いします。 
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○矢川又弘長寿社会課長 

 お答えをいたします。 

 第４期の白石町障がい者福祉計画の計画期間は平成27年から29年度の３年間となっ

ております。平成24年から26年の第３期と比較をしまして、知的障がい者、精神障が

い者の推移は知的障がい者253人から268人、5.9％の増、手帳をお持ちの精神障がい

者の方107人から138人で28.9％の増、また第３期と第２期の比較をしますと、知的障

がい者が245人から253人の3.2％増、手帳をお持ちの精神障がい者の方が85人から

107人、25.8％の増と知的障がい者、精神障がい者とも増加傾向で、特に精神の障が

いのある方の増加が目立っております。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 そういった方々の中で、知的障がい及び精神障がいを持つ方々の就労状況はどのよ

うになっているのでしょうか。中には、一度就労したものの、なじめずにやめて、家

に引きこもっている方々の状況については、どのように把握されているでしょうか。

資料を要求しておりましたので、出していただいておりますけれども、そのことも踏

まえ、近年知的障がいの方々を就労を支援する就労支援事業所が多く開設されるよう

になりましたが、現在町内の就労支援Ａ型、Ｂ型、それぞれの事業所の利用状況、あ

わせて答弁お願いします。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 それでは、１点目の町内の知的障がい者及び精神障がい者の就労状況、ひきこもり

状況ということのお尋ねでございますけども、議員御承知のとおり、個人情報を収集

するためには、取得する使用目的や個人の同意が必要となります。障がい支援に関す

る手続では、就労状況に関する情報は必要としませんことから、知的障がい者及び精

神障がい者の就労状況の人数把握はできておりません。しかしながら、昨年９月に白

石町障がい基本計画策定のために、身体障がい者の方、知的障がい者の方、精神障が

い者の方を対象としたアンケート調査を実施しました。知的障がい者の方で、一般就

労していると回答された方の割合は20％、精神障がい者の方で21％、知的障がいの方、

精神障がいの方、約２割の方が就労されているものと推察いたしております。 

 なお、アンケート調査を実施し、回収率は54.5％でした。また、お尋ねのひきこも

り状況の現状につきましては、特にデリケートな情報でありますことから、家族様か

ら情報提供をいただくことは非常にまれで、正確な人数の把握はできておりません。

なお、昨年ひきこもりで相談にお見えになった保護者の方が３名いらっしゃいます。 

 続きまして、町内の就労継続支援Ａ型、Ｂ型それぞれの事業所と現在の利用状況に

ついてお答えをいたします。 

 資料請求がありましたので、御説明をさせていただきます。 

 就労系の支援といたしまして、就労移行支援と就労継続支援Ａ型、Ｂ型の３タイプ

に分かれます。就労継続支援Ａ型、Ｂ型は、利用できる期間に定めはありませんが、
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就労移行支援は２年間という利用期間が定められております。就労移行支援は、一般

企業で働くことを希望していて、就職できる可能性がある65歳未満の方が対象となり

ます。就労継続Ａ型は、就労移行支援を利用されましたが、就職までに結びつかなか

った方や、特別支援学校を卒業後、就職に結びつけれなかった方が対象で雇用型とな

ります。就労継続支援Ｂ型は、年齢の制限はなく、年齢や体力面で一般企業に雇用さ

れることが困難となられた方、障がい者年金１級を受給されている方や、就労移行支

援を利用した結果、Ｂ型が適当と判断されなかった方が対象とされ、非雇用型となり

ます。 

 利用状況につきましては、28年度実績で全体で119人となっております。サービス

ごとの内訳としまして、就労継続Ａ型21名、就労継続支援Ｂ型83名となっています。

また、就労移行支援を利用されている方も15名いらっしゃいます。利用される方は、

現在も増加傾向にあります。また、町内の就労継続支援事業所についてのお尋ねです

けども、29年８月末現在、Ａ型の事業所は町内にありません。Ｂ型事業所は白石小学

校北の佐賀西部コロニー白石作業所、旧新拓保育園跡の蓮花の会ワークセンターがた

っこ、牛屋地区にあります幼稚園の南にありますワトワ、錦江団地付近にありますラ

イスアンドオニオンの４事業所となっております。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 障がいを持つ人が社会と接点を持ちながら生活できるように、その状況に応じて就

労できるように支援することが必要だと思っておりますが、障がいを持つ方々は環境

になれるまでに非常に時間がかかったり、こだわりが強くて、物づくりが好きな人や

人と接することが好きな人や、それから細かな手作業が好きな人や農作業が好きな子

や、その特性というのが非常にまちまちでこだわりが強かったりして、何でもできる

というわけにはいきません。特性に合わせたり、訓練をしたりすることが必要です。

それぞれの事業所は、それぞれの特性があります。農業をやられていたり、物づくり

をされてたりということがあるんですけれども、利用者側はそういう情報を余り御存

じないというようなことも多く見られるようでございます。事業所間で連携を持ちな

がら、利用者の特性に合わせた仕事をするということができればよいと思うのですが、

事業所間のコーディネート、あの子はここではちょっと合わんごだっけんが、こっち

の作業、おたくの作業所なら向くかもしれないねだとか、そういうようなコーディネ

ートができれば、就労支援としては本当に細かな支援ができるのではないかと思って

おります。また、事業所と利用者とのコーディネートの方策といいましょうか、今個

人情報で非常に厳しい状況にあるということですけれども、ひきこもりの障がい者の

方々は本当に家の中で暮らしていらっしゃる方、引きこもっていらっしゃる方、割と

多くいらっしゃると思います。そういう方々を何とか人と、この人がここにいるんで

すよということを近くの地域のコミュニティの人たちが理解し、外に出せるような仕

組みをするためのコーディネート、そういうふうなものが相談所というのがそこに開

設されておりますけれども、もっともっと手厚く相談に来られるというばかりではな

くって、どうしてますかというようなお尋ね、そういうふうなことができないものか
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と思っておりますけども、いかがでしょうか。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 コーディネートの方策ということでございますけども、先ほど議員からもお話をい

ただきましたけども、白石町では障がい者の相談支援事業としまして、社会福祉法人

たちばな会に委託をしまして、障がい者総合支援センターを白石町健康センター内に

設置いたしております。この相談支援センターでは、障がい者御本人様やその御家族

様が日常の生活から就労支援まで、障がい者の全般の相談について、より専門的な助

言、支援を受けることができます。また、24時間365日の対応が可能な体制がとられ

ております。先ほど、事業所間の連携ということをお話しいただきましたけども、役

場におきましては、事業所の紹介につきましては、公平性の観点から特定の事業所さ

んをお勧めすることはできませんので、これまで一覧表による紹介、説明を行ってま

いりましたけども、３市４町で構成します杵藤地区自立支援協議会というものがござ

いまして、管内にあります事業所の小冊子をつくりまして、管内事業所間の案内をき

め細かく作成することとなっております。それによりまして、きめ細かな紹介ができ、

連携がとれるのかなと思っております。この冊子につきましては、でき上がり次第、

事業所間の方に配付を予定いたしております。 

 それと、先ほど相談を待つのではなくということもお話をいただきましたけども、

現在身体、知的相談員の方６名、たちばな会に委託による相談支援職員３名、役場職

員６名で障がい者皆様の相談、お手伝いに当たっております。28年度のたちばな会の

委託実績としまして、訪問、来所、電話相談を含め、相談件数は1,932件です。この

相談には、福祉、医療、就労、納税といった複数の分野にわたることが多うございま

して、役場職員も連携して相談に当たっております。相談は、１回短時間で終わるも

のもございますが、複数回の相談でも解決に結びつかず、長期の支援となることもあ

ります。複数の分野で専門的な知識を必要としますことから、まずは来庁されての窓

口相談、電話での相談をお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○中村秀子議員 

 ありがとうございました。 

 Ｂ型作業所の作業については、利用者さんに作業工賃という形で、平均すると１万

5,000円くらいを目標に作業、仕事といいましょうか、そういうのをされるというふ

うに頑張っておりますけれども、ある作業所では本当に工場の下請の内職みたいな、

100個やって10円とか、そんな単価で仕事をされております。箱の組み立てであった

りだとか、部品の組み立てであったりだとか、そういう仕事がされておりました。仕

事があるだけでもありがたいというふうなことをおっしゃっておりましたけれども、

１万5,000円を１人ずつに稼ぐというのは大変なことだなあというような思いがあり

ます。 

 白石町では、物品の購入に白石町における障がい就労支援施設からの調達の推進を

図るということで方針が打ち出されておりまして、その実績が載せておりました。こ
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のことは、ものに限らず、利用者の労働を購入するという解釈も成り立つものだとい

うふうに私は思っておりますが、体を動かすことが好きであったり、清掃がとっても

上手な利用者の方もいらっしゃいますので、例えば物品の購入以外にも公共施設の清

掃や環境の整備などもＢ型作業所への委託というようなことも考えていただければ、

非常に作業の仕事の幅が広がっていいのではないかというふうに思っておりますが、

いかがでしょうか。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 就労支援の件についてお問い合わせでございますけども、平成25年４月施行の障が

い者就労施設等で就労する障がい者の自立の促進を図ることを目的としました障害者

優先調達推進法に基づきまして、白石町でも障がい者就労施設からの物品等の調達推

進を図るための方針を定めております。 

 平成28年度の一般会計からの実績としましては、件数で33件、金額で16万9,911円

となっております。調達方針には、職員個人もという点が示されておりますので、佐

賀西部コロニーさんの農産物を中心とします対面販売、蓮花の会さんのカタログ販売

など物品購入、また昼間の弁当注文や町外就労施設からの販売など、積極的な購入に

努めております。 

 先ほど議員から御提案いただきました公共施設の環境整備や清掃等の役務につきま

して、県内でも既に委託を行っている自治体もあり、役場内におきまして、委託、発

注できるものがないか調査を行いまして、障がい者の雇用の促進及び福祉的就労の安

定、自立の支援に努めてまいりたいと思います。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 実際、それが実現するようにお願いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 高齢者福祉についてですが、９月18日は敬老の日です。４月に文教厚生委員会で歌

垣之園に伺ったときに、施設長がここに至っている人はいませんよ、みんな家へ帰り

たいのですという言葉は私の胸に刺さりました。現在の高齢者の方は、どん底の戦後

の日本を立て直し、苦しい時代を一生懸命働いて今の日本の繁栄の基礎を築いてこら

れた方々です。私たちは敬意を持って接し、高齢者が安心して生活できる町にするこ

とが本当の豊かな町なのではないかと思っております。しかし、本町の高齢化率は

30％を超えておりまして、要介護者もその20％を超えるという状況であります。また、

団塊の世代が高齢者の仲間入りをするという時期をそろそろ迎えております。このよ

うな状況の中、高齢者が安心して暮らせるまちづくりという観点で、どのように施策

を考えておられるでしょうか。答弁をお願いします。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 お答えいたします。 

 団塊の世代の皆様が75歳以上となられる2025年問題が叫ばれます中、高齢者の尊厳
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の保持と自立生活を支援する上で、今まさに地域包括ケアの構築が市町村に求められ

ております。 

 平成28年度から始めました介護サービスや事業所などの地域資源の整理、見守り、

配食といいました既存の現状把握で得られた情報を共有するために、町全体を対象と

しました生活支援サービスに関する機関、団体の18名からなる第１層の協議体を立ち

上げております。29年度は、地域包括ケアをさらに前進させるために、７月14日の白

石小学校区を皮切りに、小学校区を単位とします校区ごとに支え合いで暮らしやすい

地域づくり座談会を開催いたしました。議員の皆様、地域リーダーである駐在員様、

民生委員様、ボランティア会員様など８校区で141名の方に参加をいただきまして、

校区内ごとにすばらしいところや課題となることにつきまして談義をいただいており

ます。地域の関心を高めていただくために、今後もこうした会議を計画したいと考え

ております。 

 必要な人には必要なだけの介護サービスを十分に利用していただきまして、またで

きない支援ではなくて、できていることの継続や改善可能な部分の支援にこだわりを

持ちまして、住みなれた白石で人生の最期まで過ごしていただくため、自立となった

後も不安なく在宅で過ごしていただけるよう、これから住民主体の健康サロンを中心

に支援体制の整備に努めてまいりたいと思います。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 介護保険法の改正で、平成28年度から小規模な通所介護事業所は地域密着型サービ

スということになって、市町が指定し管理することになりました。現在のその状況に

ついてお願いします。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 議員から資料請求があっておりますので、資料をごらんください。 

 町内の老人施設の一覧でございます。現在、入所できます介護施設は１から４です。

１の介護老人福祉施設が歌垣之園、桜の園、介護老人保健施設が白い石、清涼荘、介

護療養型施設が高島病院、有島病院と４の認知対象型共同生活介護通称グループホー

ムと呼ばれておりますが白い石、うたがきの里、佑紀苑、ほのぼの、いこいの森があ

ります。また、５から７の通所施設の定員は一覧のとおりです。なお、通所事業所に

通所者数の問い合わせを行いましたけども、曜日または季節による変動が大変に大き

いということで、集計が困難という回答でしたので、定員を記載させていただいてお

ります。 

 介護保険が平成12年４月にスタートしまして、介護保険法第３条に、保険者は原則

として市町村及び特別区と規定をされておりますけども、新しい総合事業、認知症施

策といいました市町村独自の責務事業と規定されました場合を除きまして、杵藤地区

介護保険事務所が保険者としてのほとんどの権能を有しております。お尋ねの介護保

険改正に伴います地域密着型サービスの指定等におきましても、介護保険事務所が所

管をいたしております。また、28年４月１日から小規模な通所介護事業所――利用定
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員18名以下でございますけども――につきましては、少人数で生活圏に密着サービス

であることを踏まえまして、地域との連携や運営の透明性を確保する観点から、地域

密着型サービスに移行されております。平成28年３月31日時点で、既に指定を受けて

いる事業所につきましては、事業所が所在する保険者において地域密着型介護事業所

としての指定があったものと自動的にみなされますため、改めて指定申請等の手続を

行っていただく必要はありません。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 ７月10日付の佐賀新聞で、低所得、単身の高齢者が行き場がなくって無届け老人ホ

ームに病院やケアマネジャーさんからの紹介で入居していると厚生労働省の調査でわ

かったと報道しておりました。本町でも、そのような方も多く、というか低所得とか

単身とかという意味ですね。そういう方も多く、法改正の前から行っていた託老所に

居住して昼間の通所介護サービスを受けるというケースが多く見られます。かなり低

料金の設定にならざるを得ないというようなことですが、そのために経営も厳しくて、

介護士等の人材の確保が困難であります。このような場合、指導としてどのようなこ

とをどのようにされておるのでしょうか。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 お答えをいたします。 

 介護サービス事業者が利用者に介護サービスを提供された場合に、その対価として

事業者に支払われるサービス費用が介護報酬となります。通所介護施設は、入所施設

に比べまして、利用される器具、施設設備投資、人員体制等の基準が緩和されており、

低額に設定をされております。 

 介護保険が施行されました平成12年度以降、介護職員の数は年々増加していきまし

た。全国で55万人しかいなかった介護従事者は平成25年にはおよそ３倍の171万人ま

でにふえましたが、今もって人手不足は解消されておらず、平成37年度には38万人が

不足すると見込まれております。 

 一方で、旧３町が合併しました平成17年の白石町の高齢者人口は、平成17年

7,419人、平成29年7,680人と261人増加する中、生産年齢人口は平成17年１万6,369人、

平成29年１万3,288人と3,081人減少しております。高齢者人口が増加する中で、生産

年齢人口の減少する傾向は白石町だけではなくて、深刻化する人手不足の要因として

全国全産業的な問題となっています。人手不足は、労働環境を悪化させるだけでなく、

事業所の閉鎖などのサービス縮小にもつながりますことから、国も課題として取り上

げられて、総合的な人材確保として１、参入の促進、２、労働環境、処遇の改善、３、

資質の向上の３つの柱とした施策により、介護人材の確保に努めることとされており

ます。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 
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 地域密着型通所介護事業所は、民家や借家などを利用して開設されている場合が多

うございます。資料にいただきましたけれども、こういう２、４、６、７つの事業所

が町内にはございます。消防法の改正で、スプリンクラーの設置が義務づけられまし

た。その設置状況について、資料を要求しております。そこにスプリンクラーの設置

というようなこと、もう既に済んでいるところや設置不要のところも見受けられます。

しかしまた、３月末までに設置できない場合は廃業となるというようなことでござい

ます。そうならないための支援や、そうなった場合の支援者の対応について、どうい

うふうになるのか、答弁をお願いします。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 資料請求がございましたので、資料のほうをごらんいただきたいと思います。 

 申しわけございません。資料の訂正をお願いいたします。 

 表の下から２段目でございます。デイサービス福老の家というところの期間が書い

てありますけども、28年４月１日から平成１となっておりますけども、31年３月31日

の誤りでございます。申しわけございませんでした。 

 町内の地域密着型通所介護事業者は、休止を除きまして６事業者で、うち設置済み

は２事業者、設置義務不要が２事業者です。日中の通所介護、通所デイサービスでご

ざいます、だけを行う地域密着型の事業所はスプリンクラーの設置は不要ですが、日

中の通所介護にあわせ、託老所として宿泊サービスを提供されている事業所につきま

しては、スプリンクラーの設置が義務づけられております。 

 平成27年４月１日の消防法の改正により、これまで面積要件がありましたけども、

面積要件がなくなりまして、宿泊入所を行う施設に対し、１、スプリンクラーの設置、

２、自動火災報知機の設置などが見直されております。この改正は、介護施設に限定

されることなく、旅館、ホテル、簡易宿泊所などにも適用されます。なお、既存の施

設につきましては、平成30年３月31日までの経過措置が設けられております。 

 もう一点、お尋ねの未設置となった場合につきましては、消防法違反としまして、

２つの行政処分が想定されます。１つ目は、介護保険法に基づきます介護保険者が行

います改善勧告、改善命令、指定効力の停止がありますが、改善が見込めない場合に

は最終的には介護事業者としての指定取り消しがあります。２つ目は、消防法に基づ

きます消防署からの勧告、命令、使用中止命令が段階的に行われます。利用される方

の命を最優先と考えまして、介護事業者に対しまして改善に向け、指導を行ってまい

りたいと思います。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 そうならないために適切な支援や指導をお願いしたいと思います。 

 今年３月に発行された白石町福祉計画の中で、何かあったときに近所に気になる人

がいると回答している人が43.6％いらっしゃいました。そして、公助では個人情報の

扱いや適切な使用に十分留意しつつ、避難行動要支援者名簿を充実するというような

記載もございました。近年は、自然災害が発生しやすい気象状況となっております。
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先ほどの地域密着型通所介護事業所に居住している方や災害時に自力で避難できない

人たちを支援する体制づくりが必要であると思っておりますが、地域での支援体制を

つくるための課題とその対応策について、非常に大きな問題で今まで議論されてきま

したので、簡単に御答弁願えればと思います。 

 

○矢川又弘長寿社会課長 

 私につきましては、済みません、介護事業所に限定をさせていただきたいと思いま

す。 

 地域密着型通所介護事業所の開設に必要とされる運営に関する33項目の基準があり

ます。その中に、非常災害対策、地域との連携の基準項目がございまして、災害時に

消防機関へ速やかに通報する体制の整備や日ごろから消防団や地域住民との連携を図

り、災害時に協力していただける体制を整備することが指定への十分条件となってお

ります。指定済みの地域密着型通所介護事業所は、その基準に基づいて運営されてい

るものと理解しております。 

 しかしながら、介護事業者により、基準に対します充足度に差異があると思われま

す。事業者として適切な基準が守られているかを保険者による指定更新の申請１年前

に行われます実地指導、６箇月に１回開催されます運営推進協議会において確認をさ

せていただくこととなっております。安全に安心して介護サービスを利用していただ

けますよう、改善が必要な場合は適宜指導、助言を、また事業者から相談を受けた場

合は関係部署、団体と調整の上、連携を深めてまいりたいと思います。 

 以上であります。 

 

○中村秀子議員 

 地域の要支援者というのは、私の地域を考えてみただけでも割と数が多うございま

す。これから支援計画のもとに、先ほどありました名簿の誰が要支援者なのかという

ことの周知と、そういう組織を私が三島にちょっと行ったときに防災訓練とか非常に

頻繁になされておりまして、そういう名簿もしっかりできておるというところを見ま

して、非常に衝撃を受けたところですので、それに向かって本町も何があっても命は

守れるというような体制づくりが必要かと思っておりますので、充実の方よろしくお

願いいたします。 

 ３番目の質問に入ります。 

 町内の小・中学校では、特別支援学級がこのところ増設されております。知的障が

いのほかに自閉症等の情緒学級等で支援を要する子供たちの現在の状況についてお知

らせください。 

 

○石橋佳樹主任指導主事 

 特別な支援を要する児童・生徒の増加に伴い、町内小・中学校でも、昨年度から特

別支援学級は４学級新設、２学級増設の合計６学級増加しています。こういった支援

学級在籍の児童・生徒については、入学時あるいは各年度当初、特別な教育課程を計

画して指導をしているところです。 
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 例えば、知的障がいの特別支援学級であれば、当該学年の学習内容だけでなく、下

学年の学習内容を扱ったり、自閉症、情緒障がいの特別支援学級であれば、自立活動

としてそれぞれの児童・生徒が自立し、社会参加するための資質を養う内容を扱った

りしております。 

 一番大切だと考えているのは、一人一人のそれぞれ違いますので、子供たちの特性

を把握して、その子に応じた個別の指導計画、そして個別の教育支援計画を作成し、

日々の一歩一歩の成長を願いながら、指導に生かすことだと考えます。 

 このように、児童・生徒の実態に応じた指導を行いますので、特別支援学級で学習

する時間もあれば、交流学級で学習する時間もあり、必ずしも特別支援学級で一日中

学習するわけではありません。また、交流学級で学習する場合、担任だけではなく、

学校教育支援員がサポートに入るときもあります。 

 こういった子供たちの友人関係については、学校訪問のときなど交流学級の児童・

生徒が学習中に手を添えて活動を手伝ったり、あるいは在籍児童・生徒が特別支援学

級から交流学級へ行ってきますと友達や担任の先生に笑顔で伝えて、自然に特別支援

学級と交流学級を行き来したりしている姿を見ることができています。お互いがおお

むね良好な人間関係を築いていると思っております。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 特別支援学級入級の対象外であるＬＤ、ＡＤＨＤ、アスペルガー等の発達障がいを

持つ子供たちが学校に行きますと、このところ多く見られるようになっております。

その現状及びその子供たちの指導とか支援については、どのようになされておるでし

ょうか。簡潔にお願いいたします。 

 

○石橋佳樹主任指導主事 

 大きく２つありまして、１つは通級による指導ですね。小学校では福富小学校と有

明西小学校の２校にことばの教室と学びの教室を設置して、設置校での指導あるいは

他校からの受け入れを行っています。また、中学校では白石中学校１校に各学校へ教

員が出向く巡回型の学びの教室を設置しています。この通級の指導は、特別支援学級

対象の児童・生徒同様、一人一人の特性に応じた指導を週に一、二時間行っています。

小学校については、保護者の送迎等が条件としてありますので、設置校の児童数が多

い傾向にありますが、他校の受け入れも可能な限り行っているところです。 

 ２つ目は、通常の学級においての指導です。通常学級にも支援の必要な児童・生徒

は在籍しております。その子たちについては、それぞれの実態に応じて、これも個別

の指導計画を作成し、担任の働きかけ同様、学校教育支援員の方のサポートをいただ

きながら、協力体制で支援を行っているというところです。 

 指導方法としては、基本的に活動を見守るということが大事だと思います。必要に

応じて、指示や発問の内容が理解できているかを問いかけて確認をしたり、つまずき

が見られる場合は、その内容に応じて選択肢を示したり、一部は手助けを行って活動

を支援したりと、それぞれの実態に応じて柔軟に対応しているところです。 
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 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 支援の必要な子供たちのために、先ほど指導主事がおっしゃった学校学習支援員の

方々というのは本当によく頑張っていただいて、今多様な障がい、それから重度から

軽度まで障がいの幅と強さといいましょうか、そういうこともかなり難しいものがご

ざいます。 

 教育は人と私は思っております。そういう子供たち一人一人の特性を理解し、それ

に何が教育として必要かというときには、やっぱり昔の経験値だけではどうしても対

応できない場合がございますので、学習支援員の方々の研修というのが必ず必要かと

思いますが、その支援員の先生方の研修についてはどのように実施されておるでしょ

うか。 

 

○吉岡正博学校教育課長 

 まず、議員のほうから御請求のありました資料について、ここで説明をさせていた

だいてようございますでしょうか。（「はい、お願いします」と呼ぶ者あり） 

 それでは、資料、学校教育支援員の状況をごらんいただきたいと思います。 

 学校教育支援員制度は、平成25年度から開始をしております。それで、資料の１の

配置人数と時間ですが、人数は少なくなってきておりますが、配置時間数は同じで、

予算で年間４万2,200時間となっております。学校教育支援員一人一人の時間につい

ては、本人の御都合も含めまして学校が調整しております。年間118時間の方から、

年間1,167時間までの従事と相当な差がございます。 

 続きまして、２の平成29年度年齢構成です。本年度はごらんのとおりで、合計49人

となっております。 

 ３番の平成29年度基準同一校での経験年数でございます。制度開始が先ほど申し上

げましたように、５年経過しておりますので、最高５年という形でなっております。 

 続きまして、４の平成29年度保有免許資格でございます。履歴書によるものでござ

いますが、何らかの免許等がある方が38人で、ごらんのとおりになっております。延

べ資格数です。その他の欄には、書道や学童保育認定、スポーツリーダー等の各種の

資格がございます。 

 それでは、学校教育支援員の研修内容についてお答えをいたします。 

 学校教育支援員の研修につきましては、学校長のほうに資料をお渡しいたしまして、

各学校での研修をお願いしております。学校教育支援員には、守秘義務はもとより、

基本的事項といたしまして、学級担任との綿密な連携を行う、子供の記録をとる、サ

ポートチームの一員として支援をする、また具体的な内容といたしましては、大きく

は子供とのかかわり方、発達段階に応じたかかわり方、障がい種別ごとの支援のポイ

ントなどをまとめました文章を渡しまして、この内容で研修を行ってくださいとお願

いをいたしております。 

 研修以外では、運用につきまして、学校支援員の方々も毎週同じ時間、同じところ

に入れるわけではございませんので、各学校において１週間の初めか前の週において、
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こういう配置で、またこういう対応でお願いいたしますという打ち合わせをしていた

だきまして、学校との意思の疎通を図ってもらっているところでございます。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 学校学習支援員の先生方は非常に優秀でありまして、先生たちよりもすごいなと思

われる方々もいらっしゃって、非常に頼りになる存在でございます。そしてまた、こ

こ数年、特別な子供たちの支援は質、量ともに増加しております。それに比べまして、

先ほど課長がおっしゃったように、配置時間数というのはほとんど変わらない、ある

いは今年度、昨年度よりも若干少なくなっているという数字がこの１の表から見てと

れます。教員免許を持っていらっしゃる先生方も見てみますと、41名になるようです。

この先生方で学校は支えられている、そういう混乱から避けるためには本当になくて

はならない存在と今ではなっていると思います。これは白石町が特に力を入れていた

だいているので、本当にありがたい支援制度だというふうに思っております。 

 しかし、支援員の方のほうから見てみると、表１を見てもわかるように、平成29年

度は先ほどもありましたけれども、49人の支援員さんで合計配置時間が４万2,200時

間、１人当たり861時間です。時間単価が1,000円ですから、年間86万1,224円となり

ます。月額７万円です。平均賃金の715円で１日８時間、20日働けば11万4,400円です。

扶養控除の額も来年度から150万円まで引き上げられるというような今の時代に、こ

ういうことで働いていただいております。 

 一方、現在県内の学校では教員や講師が足りずに、欠員のまま学校内でやりくりを

したり、臨時免許で対応したりというようなことが行われております。町内に教員免

許を持った先生方をこういう月７万円で囲っている、囲っているという言い方はまず

いんですけれども、来ていただいているということに対して、非常にもったいないし、

心苦しいなあという思いを持ったことは何度もあるところでございます。 

 学習支援員の仕事にやりがいを持ってやってもらっておりますけれども、このまま

お願いするというのも非常に難しいのではないかと思います。また、そういう処遇に

ついて考える必要があるんじゃなかろうかというふうに思います。また、平成25年か

ら始まっておりまして、そう長く続いた制度ではございませんが、今後長期にわたっ

て同じ学校に勤務ということも、やはり個人情報、学校の情報だとか不都合な面もた

だただ出てくる問題だと思っております。これから、この制度は本当に白石町として

堅持してやっていただきたい制度ですので、できれば普通の先生方が６年をめどに人

事異動があるように、支援員の方々についてもこのような異動のことだとかというふ

うなことも必要じゃないかと思うんですけれども、現在のこのような状況について、

課題と対策についての見解をお願いいたします。 

 

○吉岡正博学校教育課長 

 学校教育支援員の現状と課題でございますが、現在学校教育支援員の時間数を見て

いただきますと、４万時間を超えておりますけども、これに対しましても、学校から

の要望に調整をすることができているかという課題がございます。 
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 次に、学校教育支援員の人選の課題がございます。学校教育支援員の業務は、次の

７項目でございます。特別支援学級の児童・生徒の対応補助、不登校及び別室登校で

ある児童・生徒への対応補助、障がい等による個別の対応が求められている児童・生

徒への対応補助、授業や補充学習など指導補助、学校行事における指導及び準備運営

補助、学校事務補助、その他校長が必要と認める校務、指導補助となっております。 

 現在、49人の学校教育支援員のうち、特別支援学級や障がい児等に対します個別の

要求が求められておりまして、その児童・生徒の対応補助を目的とする方が43人とな

っております。賃金の面では、時給1,000円としております。資料のときに御説明い

たしましたけれども、年間の従事時間数に相当な差がございますので、年間賃金も約

12万円の方から約120万円の方まで差がございます。金額につきましては、近隣市町

の同種の職種と比べまして、遜色がないものになってはおります。また、当町の学校

教育支援員の人数、時間数は近隣の市町に比べて相当多く厚い配置になっております。

当町のこの制度は、平成25年度に開始いたしまして、当時はかなり先進的な取り組み

としてスタートしておりますが、５年を経過しましたので、運用面の細かいところの

見直しが必要と考えております。 

 それから、議員のおっしゃいました支援員の定期異動的なお話でございますが、こ

れにつきましては現在まだ５年ということがございましたので、想定しておりません。

しかし、学校でそういう要望があるのであれば、校長会で検討をしていきたいと考え

ます。 

 以上です。 

 

○中村秀子議員 

 人事というのは、支援員は校長が見つけてくる、採用するというような決まりでご

ざいます。いい先生はもうみんなそうですが、自分の学校から離したくないというの

はもう本当にわかるんですけど、学校の要望を聞くというのは非常に難しいんじゃな

いかなというふうに考えております。やっぱり、制度として異動があるというような

ことのほうが、異動というのはスムーズに運べるんじゃないかなというふうに思いま

す。 

 また、賃金の件なんですけれども、先ほどの資料を見てわかるように、女性の先生

方も多いし、男性の若い人たちも来ていただいております。女性の30代、40代、50代

の前半というのは、家庭の中でも子供さんの教育や育ちにお金がかかる時期でござい

ます。何とかここで足しにというふうなことで、何回もちょっと相談がありますとい

うようなことでやめたいというようなことをお話を伺ったりしたこともありますので、

やはり月額の今10万円とかというのはもうほとんど考えられない。夏休みは勤務があ

りませんので、月的にはあれなんですけれども、なべてすると七、八万円が私もいつ

も見ておりましたので、本当にありがとうございますと頭を深々と下げてお願いをし

ていたところです。やっぱり、時間数の増加もこれだけ支援の必要な子供たちがふえ

てきておりますので、早朝からの勤務をお願いしたり、時間数の増加というのはもう

ぜひ苦しいところではございましょうが、お願いしたいと思っているところです。簡

単な答弁をお願いします。 
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○吉岡正博学校教育課長 

 賃金の面でございますが、時間単価にしましては先ほど申し上げましたように、近

隣に比べて決して低い金額ではございません。ただ問題は、先ほどおっしゃいました

ように、年収を換算すると、生活の糧になるかどうかという点は検討する課題かとは

思います。 

 それから、繰り返しになりますけども、５年経過いたしまして、いろいろその間で

御意見もあっております。そこにつきましては、今後運用面等の細かいことは検討し

ていく必要があるかと考えております。 

 

○中村秀子議員 

 答弁、重く受けとめております。今後、学校教育が子供たちの幸せのために１歩も

２歩も力をつけていただきますようにお願いいたしまして、質問を終わらせていただ

きます。 

 

○片渕栄二郎議長 

 これで中村秀子議員の一般質問を終わります。 

 以上で本日の議事日程は終了しました。 

 来週11日月曜日からは議案審議です。 

 本日はこれにて散会します。 

 

15時29分 散会 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
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